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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税および地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．平成13年11月16日付で、株式１株につき1.1株の株式分割を行っております。 

なお、１株当たり当期純利益（又は１株当たり当期純損失（△））は、期首に分割が行われたものとして計

算しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成14年３月期連結会計年度は、調整計算の結果希薄化

しないため、平成15年３月期及び平成16年３月期は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載して

おりません。 

４．平成15年３月期連結会計年度から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益（又は１株当たり当期純損

失（△））及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．平成15年３月期及び平成16年３月期連結会計年度の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失

が計上されているため記載しておりません。 

項目 

（自 平成13年 
４月１日 
至 平成14年
３月31日） 

（自 平成14年 
４月１日 
至 平成15年
３月31日） 

（自 平成15年 
４月１日 
至 平成16年
３月31日） 

（自 平成16年 
４月１日 
至 平成17年
３月31日） 

（自 平成17年 
４月１日 
至 平成18年
３月31日） 

売上高(千円) 23,659,982 25,039,754 23,400,712 23,347,720 22,003,188 

経常利益(又は経常損失(△)) 

 (千円) 
1,597,930 268,139 △319,635 946,027 1,329,793 

当期純利益(又は当期純損失

(△))(千円) 
867,143 △283,812 △1,265,003 653,957 161,126 

純資産額(千円) 12,772,449 12,283,662 10,881,671 10,662,909 10,747,161 

総資産額(千円) 21,956,727 20,478,085 18,871,982 17,668,986 16,337,100 

１株当たり純資産額(円) 1,106.13 1,064.04 942.87 996.37 1,004.32 

１株当たり当期純利益(又は

１株当たり当期純損失(△))

(円) 

75.07 △24.58 △109.60 57.02 15.06 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益(円) 
－ － － 54.54 13.23 

自己資本比率(％) 58.17 59.98 57.66 60.35 65.78 

自己資本利益率(％) 6.95 － － 6.07 1.51 

株価収益率(倍) 21.51 － － 17.26 72.06 

営業活動によるキャッシュ・

フロー(千円) 
429,312 679,585 1,095,345 2,576,996 2,521,455 

投資活動によるキャッシュ・

フロー(千円) 
△961,828 △1,170,837 △1,011,920 △820,845 △715,488 

財務活動によるキャッシュ・

フロー(千円) 
△207,061 107,531 △210,681 △2,253,444 △1,509,407 

現金及び現金同等物の期末残

高(千円) 
4,637,322 4,253,601 4,126,345 3,629,052 3,925,611 

従業員数(人) 1,400 1,541 1,504 1,339 1,208 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成13年11月16日付で、株式１株につき1.1株の株式分割を行っております。 

なお、１株当たり当期純利益（又は１株当たり当期純損失（△））は、期首に分割が行われたものとして計

算しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第18期、第21期及び第22期は、調整計算の結果希薄化し

ないため、第19期及び第20期は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

４．第19期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益（又は１株当たり当期純損失（△））及び潜在株

式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

５．第19期及び第20期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高(千円) 20,391,533 21,273,460 19,502,815 19,680,154 17,966,967 

経常利益(又は経常損失(△)) 

 (千円) 
1,300,734 283,053 △576,773 616,168 1,001,254 

当期純利益(又は当期純損失

(△))(千円) 
623,664 △240,258 △1,660,958 311,231 101,355 

資本金(千円) 3,627,700 3,627,700 3,627,700 3,627,700 3,627,700 

発行済株式総数(株) 11,551,100 11,551,100 11,551,100 11,551,100 11,551,100 

純資産額(千円) 10,585,573 10,123,746 8,319,689 7,762,610 7,771,861 

総資産額(千円) 17,173,211 16,724,452 14,516,752 12,897,453 11,506,688 

１株当たり純資産額(円) 916.74 876.94 720.88 725.36 726.28 

１株当たり配当額(内１株当

たり中間配当額)(円) 

20.00 

(－) 

20.00 

(－) 

－ 

(－) 

15.00 

(－) 

15.00 

（－） 

１株当たり当期純利益(又は

１株当たり当期純損失(△))

(円) 

53.99 △20.81 △143.90 27.14 9.47 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益(円) 
－ － － － － 

自己資本比率(％) 61.6 60.5 57.3 60.2 67.5 

自己資本利益率(％) 5.99 － － 3.87 1.30 

株価収益率(倍) 29.91 － － 36.26 114.57 

配当性向(％) 37.0 － － 55.3 158.4 

従業員数(人) 992 1,160 1,166 1,039 935 



２【沿革】 

 当社（形式上の存続会社、昭和53年７月12日イナセキ資材株式会社として設立、平成３年５月27日商号を株式会社

アルゴテクノス二十一に変更（平成12年９月より株式会社アルゴ二十一に商号変更し、平成15年６月より株式会社ア

ルゴ21に商号変更）、同日に本店を東京都中央区から東京都港区に移転、額面金額50円）は、株式会社アルゴテクノ

ス二十一（昭和59年４月18日設立、本店所在地東京都中央区、額面金額50,000円）の株式の額面金額を変更するた

め、平成４年４月１日を合併期日として同社を吸収合併し、同社の資産、負債及び権利義務の一切を引き継ぎまし

た。合併前の当社は休業状態であり、法律上消滅した株式会社アルゴテクノス二十一が実質上の存続会社であります

ので、この「有価証券報告書」では、別段の記載がない限り、合併期日までは実質上の存続会社について記載いたし

ます。 

 なお、事業年度の期数は、実質上の存続会社の期数を継承しておりますので、平成４年４月１日から始まる事業年

度を第９期といたします。 

年月 事項 

昭和59年４月 情報産業界がメインフレーム中心からソフトウエア重点へと著しく変化する中で、「システムイ

ンテグレータ」として21世紀の高度情報社会に貢献することを目的として、「株式会社アルゴ二

十一」を設立。 

昭和60年２月 ソニー株式会社及びセイコー電子工業株式会社との共同出資で、コンピュータグラフィックス関

連システムの開発・販売を主目的とした「株式会社アルゴグラフィックス」（持分法適用関連会

社）を設立。 

昭和60年10月 日本テクノシステム株式会社と共同出資で、三菱電機製オフコンの販売を主目的とした「株式会

社マーテック二十一」を設立。 

昭和63年12月 「システムインテグレータ企業」として通商産業省（現経済産業省）より認定される。 

平成元年７月 システムインテグレータとしての企業基盤の強化を図るため、「日本テクノシステム株式会社」

と合併し、「株式会社アルゴテクノス二十一」に商号変更。 

平成元年10月 「株式会社マーテック二十一」（連結子会社）の営業の全部を譲受。 

平成４年４月 額面変更のため子会社の「株式会社アルゴテクノス二十一」（所在地：東京都港区）と合併。 

平成４年５月 いわき工場（開発センター）が竣工、営業を開始。（所在地：福島県いわき市好間工業団地） 

平成９年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成10年11月 「株式会社アルゴグラフィックス」日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成11年４月 「エス・エス・ジェイ株式会社」（連結子会社）の株式取得。 

平成11年５月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

平成12年３月 「株式会社マーテック二十一」による「株式会社内外データサービス」（連結子会社）の株式取

得。 

平成12年４月 「株式会社マーテック二十一」と「株式会社内外データサービス」が合併し、「株式会社アルゴ

インテリジェントサービス」（連結子会社）に商号変更。 

平成12年９月 「株式会社アルゴ二十一」に商号変更。 

東京証券取引所市場第一部に指定。 

平成13年１月 「株式会社システムイン」（連結子会社）の株式取得。 

平成13年４月 「株式会社システムイン」を「株式会社アルゴコンサルティングサービス」に商号変更。 

平成14年３月 「住金物産情報システム株式会社」（連結子会社）の株式取得。 

平成14年７月 「住金物産情報システム株式会社」（連結子会社）を吸収合併。 

平成14年８月 「株式会社コムニック創研」（連結子会社）の株式取得。 

「株式会社アルゴエデュケーションサービス」を設立。 

平成14年９月 「株式会社コムニック創研」を「株式会社アルゴシステム創研」に商号変更。 

平成15年６月 「株式会社アルゴ21」に商号変更。 

平成16年２月 「株式会社アルゴグラフィックス」（持分法適用関連会社）が東京証券取引所市場第二部に株式

を上場。 

平成16年４月 「株式会社アルゴコンサルティングサービス」（連結子会社）を吸収合併。 

 



年月 事項 

平成16年７月 「デジタルエンジニアリング事業」を「株式会社アルゴグラフィックス」（持分法適用関連会

社）に営業譲渡。 

平成16年10月 「マルチベンダーサービス（パソコンの保守サービス）事業」の一部を「日本オフィス・システ

ム株式会社」に営業譲渡。 

平成17年３月 「株式会社アルゴグラフィックス」（持分法適用関連会社）が東京証券取引所市場第一部に指

定。 

 平成17年11月 「株式会社アルゴシステム創研」の全株式を「フジデジタルイメージング株式会社」へ譲渡。 

 平成18年１月 「エス・エス・ジェイ株式会社」に３億円増資。 

 平成18年２月   株式持分減少により、「株式会社シー・フォーカス」を持分法適用会社から除外。 

 平成18年３月  「シーディーシーソリューションズ株式会社」の全株式を「ウッドランド株式会社」へ譲渡。 



３【事業の内容】 

  当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社アルゴ21）、子会社３社及び関連会社３社により構

成されております。各社がそれぞれ情報サービス事業を行っており、経理上は単一のセグメントで表記しております

が、各社の主要な業務に差異があるため、便宜上、事業の内容を(1）システム開発業務、(2）総合サービス業務、

(3）システム商品・製品販売業務の３業務（営業品目）に分けております。 

 当社グループの業務内容及び当社と関係会社の当該業務に係る関係は次のとおりであります。 

業務 業務の内容 当社及び関係会社 

システム開

発業務 

○システム開発業務は、顧客の情報システムを構成する要素（ハードウェ

ア・ソフトウェア・ネットワーク）のうち、業務用ソフトウェアの新規開

発とカスタマイズ（既存のソフトウェアの個別の顧客向けの改変）を一括

して、または部分的に受託する業務。 

○システム開発業務の工程は、システム分析・要件定義などコンサルティン

グ工程／基本設計工程／詳細設計及びソフトウェア製造並びにテスト工程

と運用開始後のソフトウェアメンテナンス工程に分かれております。 

当社 

㈱ネクスト・イー・アー

ル・ピー 

総合サービ

ス業務 

○情報システム構築の前段階としてのインフラ（情報基盤）であるハードウ

ェア・ソフトウェア・ネットワークのコンサルティング並びに業務用ソフ

トウェアに関するコンサルティング、ネットワークの設計、ハードウェア

の選定業務 

○通信ネットワーク、ネットワーク接続のストレージを含むインフラの構

築、運用管理、運用の監視業務 

○情報システムのセキュリティサービス、セキュリティに関するコンサルテ

ィング業務 

○エンドユーザコンピューティングを支援するヘルプデスクや、顧客のイン

フラ（サーバ、ストレージなど）を当社が預かり、運用管理を代行するハ

ウジングサービス、リスクヘッジとして提供するディザスタリカバリサー

ビスなど、顧客の運用管理を支援するデスクトップサービス業務 

○システム開発、システム運用などについて顧客に技術者を派遣する要員派

遣サービス業務 

○ＩＴ技術者に対する教育サービス業務 

○ハードウェアの保守サービス業務 

○パッケージソフト（市場流通価格を有するソフトウェア）の保守サービス

及びカスタマイズされたソフトウェアの定額保守サービス 

○その他設備工事などの請負業務 

当社 

エス・エス・ジェイ㈱ 

㈱アルゴインテリジェン

トサービス 

㈱アルゴエデュケーショ

ンサービス 

㈱クライムエヌシーデー 

㈱アルゴグラフィックス 

㈱ネクスト・イー・アー

ル・ピー 

システム商

品・製品販

売業務 

○当社グループの独自開発製品（パッケージソフト）の販売業務 

○他のコンピュータメーカー、パッケージソフト製造・販売業者から仕入れ

て顧客に販売する業務 

当社 

エス・エス・ジェイ㈱ 

㈱アルゴグラフィックス 

㈱ネクスト・イー・アー

ル・ピー 



 当社グループの事業に関する主要各社の位置づけ及び系統図は以下のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注）１．各連結子会社は、有価証券届出書・有価証券報告書とも提出しておりません。 

 ２．連結子会社のエス・エス・ジェイ㈱と㈱アルゴエデュケーションサービスは、売上高（連結会社相互間の

内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が、100分の10以下であるため主要な損益情報等の記載

を省略しております。 

  ３．連結子会社のエス・エス・ジェイ㈱は特定子会社であります。 

 ４．連結子会社の㈱アルゴインテリジェントサービスは売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。 

  主要な損益情報等  （１）売上高    ２，３５３百万円 

            （２）経常利益     １５３百万円 

            （３）当期純利益     ８８百万円 

            （４）純資産額       ４４５百万円 

            （５）総資産額       ７９８百万円 

５．前連結会計年度まで連結子会社でありました㈱アルゴシステム創研は、平成17年11月14日に全株式を売却し

たため、連結子会社より除外しております。 

  平成18年３月31日現在 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

エス・エス・ジェイ㈱ 東京都品川区 420,000 

総合サービス業

務システム商

品・製品販売業

務 

95.3 

当社は、同社の統

合業務パッケージ

の販売と製品開発

の一部を受託して

おります。 

銀行借入に対して

当社が債務保証を

行っております。 

役員の兼任２人 

㈱アルゴインテリジェン

トサービス 
東京都中央区 100,000 

総合サービス業

務システム商

品・製品販売業

務 

87.5 

当社は、同社から

要員の派遣を受け

るとともに、コン

ピュータ関連用品

を購入しておりま

す。 

銀行借入に対して

当社が債務保証を

行っております。 

役員の兼任なし 

㈱アルゴエデュケーショ

ンサービス 
東京都江東区 50,000 

ＩＴ関連の教育

事業 
100 

当社は、同社に社

員教育の一部を委

託しております。 

役員の兼任２人 

資金援助有 



(2）持分法適用関連会社 

 （注）１．㈱アルゴグラフィックスは有価証券報告書の提出会社であります。 

 ２．前連結会計年度まで持分法適用会社でありましたシーディーシーソリューションズ㈱は全株式を売却したた

め関連会社から除外しております。 

３．前連結会計年度まで持分法適用会社でありました㈱シー・フォーカスは持分の減少により関連会社から除外

しております。 

  

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数には、当社グループからグループ外への出向を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

んでおります。 

２．従業員数が、前期末に比し131名減少したのは、主に当社従業員の自己都合による退職等によるものであり

ます。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数には、当社から社外への出向者数を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。 

２．平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与が含まれております。 

３．従業員数が、前期末に比し104名減少したのは、主に当社従業員の自己都合による退職等によるものであり

ます。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

㈱アルゴグラフィックス

（注）１ 
東京都中央区 1,318,555 

総合サービス業

務システム商

品・製品販売業

務 

21.3 

当社は、同社に対

し製品の販売をし

ております。 

役員の兼任１人 

その他２社      

  平成18年３月31日現在

事業品目等の名称 従業員数（人） 

システム開発業務 625 

総合サービス業務 356 

システム商品・製品販売業務 90 

管理業務 137 

合計 1,208 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

935 35.2 8.2 5,896 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、上半期においては、回復基調を保ちながらも、ＩＴ（情報技術）関連分

野の在庫調整等から、景気は調整的局面で推移いたしました。下半期においては、企業収益の力強い回復と個人消

費の穏やかな上昇により、日本経済は自律的安定成長の局面に入ったと言われております。 

 情報サービス産業におきましては、ＩＴ投資意欲は旺盛なものの費用対効果の要求水準が一段と高まってきてお

り、対応する高度技術者の急激な増員も困難な状況から、他産業に比べ収益環境の改善ピッチは緩やかなものにな

っております。 

 こうした状況の中で、当社グループは、採算面重視の受注活動に注力するとともに、技術力の強化、営業力の強

化、人材の採用・育成に関する中長期的な課題にも取組んでまいりました。また、財務面では厳しい基準での資産

評価見直し、売掛金の回収促進によるキャッシュ・フローの改善等、総合的な企業収益力の向上に努めてまいりま

した。 

 この結果、当社グループの連結売上高は、前期比5.8％減の220億３百万円となりましたが、利益面におきまして

は、主力のシステム開発事業の収益性が改善したことに加え、販売費及び一般管理費の削減努力の結果、連結営業

利益は前期比63.6％増の10億67百万円となりました。また、連結経常利益は前期比40.6％増の13億29百万円となり

ました。特別利益は、投資有価証券売却益で57百万円を計上、特別損失は、ソフトウェア評価損４億94百万円、貸

倒引当金繰入額２億９百万円、投資有価証券評価損１億７百万円、固定資産の減損損失１億75百万円等合計11億91

百万円を計上した結果、連結当期純利益は前期比75.4％減の１億61百万円となりました。 

 当社グループの事業別概況は以下のとおりであります。 

（システム開発業務） 

 当社グループの主力事業であるシステム開発事業におきましては、得意とする業種・業務分野への事業の集中

を進め、特に証券業、リース業を中心とした金融全般、及び組込み系ソフトウェア開発分野につきましては、順

調に拡大いたしましたが、中堅企業向けシステム開発分野の受注は低調に終わりました。 

  なお、連結子会社でありました㈱アルゴシステム創研は、平成17年11月に全株式を当社グループ外の会社に

譲渡いたしましたので、当下期首より連結決算の対象から除外しております。 

 以上の結果、システム開発事業の連結売上高は前期比2.9％減の121億３百万円となりましたが、売上高総利益

率は前期比2.9ポイント改善し21.4％となりました。 

（総合サービス業務） 

 総合サービス事業におきましては、ネットワーク、ストレージ、セキュリティを組合わせたインフラ系のサー

ビスの需要は旺盛であり、この分野のサービスの拡充のため、基盤ソリューション事業部を新設いたしました。

一方、主力のデスクトップサービスが低調であったこととマルチベンダーサービスの漸減傾向から、売上高は前

年度を下回りました。 

 人材派遣を主力事業としております連結子会社㈱アルゴインテリジェントサービスは、新たに業務プロセスの

再構築の支援をするＢＰＯ（Business Process Outsourcing）サービス分野に参入し、新規お客様の獲得及び販

管コストの削減に努めた結果、増収増益となりました。 

 教育事業の専門会社であります連結子会社㈱アルゴエデュケーションサービスは、経済産業省策定のＩＴスキ

ル標準（ＩＴＳＳ）に基づく技術研修と、e－Learning教育サービスを積極的に拡販した結果、増収増益となり

ました。 

 以上の結果、総合サービス事業の連結売上高は前期比9.6％減の72億29百万円となり、売上高総利益率は前期

比1.1ポイント悪化し23.5％となりました。   



（システム商品・製品販売業務） 

 システム商品・製品販売事業におきましては、ホテル・旅館向け宿泊管理システム「フロントくんWin」と婚

礼宴会システムの「マリエス」は、全国規模の大型商談により売上高を伸ばしました。一方、ＥＤＩ関連ソフト

の売上高は、ＷＥＢ系の新商品の販売が低調に推移し前年度を下回りました。また、仕入商品の販売につきまし

ても、前年度を大きく下回りました。 

 連結子会社エス・エス・ジェイ㈱の中堅企業向け統合業務パッケージソフト「SuperStream」は、新人事・給

与システムの品質安定化に時間を要し、売上高は前年度を下回りました。 

 以上の結果、システム商品・製品販売事業の売上高は前期比7.6％減の26億70百万円となりましたが、売上高

総利益率は2.7ポイント改善し29.2％となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースのキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、25億21百万円（前期比55百万円減）となりました。その主な内容は、税金等調

整前当期純利益１億95百万円、減価償却費５億44百万円及び売掛金回収増による13億51百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動に使用した資金は、７億15百万円（前期比１億５百万円減）となりました。その主な内容は、自社製品

の開発資金であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の減少は15億９百万円（前期比７億44百万円減）で、これは主に借入金の返済によるもので

あります。 

 以上の結果、現金及び現金同等物は、期首残高よりも２億96百万円増加し、現金及び現金同等物の期末残高は、

39億25百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 （注）１．上記の価格は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の業務以外の、受注生産はありません。 

(3）販売実績 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

品目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

システム開発業務（千円） 12,103,413 △2.9 

品目 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

システム開発業務 11,288,702 15.0 743,988 △52.3 

総合サービス業務 7,141,562 △8.1 538,804 △14.0 

合計 18,430,264 4.8 1,282,792 △41.3 

品目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

システム開発業務（千円） 12,103,413 △2.9 

総合サービス業務（千円） 7,229,474 △9.6 

システム商品・製品販売業務 

（千円） 
2,670,300 △7.6 

合計 22,003,188 △5.8 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱野村総合研究所 4,021,342 17.2 4,669,517 21.2 



３【対処すべき課題】 

 景気は一応の回復基調となったとはいえ、当業界を取り巻く事業環境は、依然として厳しい状況が続くものと予想

しております。当社グループ独自の技術やサービスによって事業戦略を確実なものとし、複雑化、高度化するお客様

のご要望に的確に応え続けるためには、下記の課題克服に向けて、従来の発想から脱却した取り組みが必要と認識し

ております。 

(1）人材の確保と育成 

 情報サービス産業における唯一の経営資源ともいえる人材の確保は、「成長へのファーストステップ」を目指す

当社グループにとって、最重要課題と認識しております。お客様のご期待に確実に応えるため、全社を挙げて新

卒・キャリア社員の採用を推進してまいります。さらに、社外からの貴重な戦力となるビジネスパートナーの確保

に当たっては、戦略的提携関係の強化により機動的な対応を図ってまいります。人材の育成に関しては、短・中期

にわたり戦略事業分野の技術力強化を中心に積極的な投資を行います。 

(2）営業力の強化 

 営業力は人材の確保と育成と同様に企業の成長のため欠かせない要素であると認識しております。厳しさを増す

競争環境において、当社グループの価値をお客様に、さらにはマーケット全体に確実に伝達し、ビジネスに結びつ

けることは企業活動としてきわめて重要であると考えております。また、お客様に対するアプローチの方法、交渉

力の向上も事業の成長、収益の向上に欠かすことはできません。営業担当者の能力のみならず、企業として総合的

にどのように営業力を高めていくか、という課題に対して全社の組織横断的活動を中心として積極的に取り組んで

まいります。 

(3）技術力の強化 

 当業界において、他社との決定的な差別化をもたらすものは、最終的には技術力の差であると認識しておりま

す。当社グループでは、技術力を単なるソフトウェアテクノロジーの領域に止まらず、営業部門におけるお客様対

応方法やスタッフ部門における様々な管理手法をはじめとする支援機能にいたるまでの幅広い領域に関るものと捉

え、継続的に強化することが、プロフェッショナルカンパニーとしての務めであると考えております。それぞれの

領域で戦略的に必要とされる技術力を明確にし、技術委員会の活動やＩＴＳＳに準拠した人事制度であるＡＣＰ

（Argo21 Certified Professional）制度の有効活用等により、競争力の源泉として強化を図ってまいります。 

(4）職場環境の整備 

 社員がいきいきと働くことによりお客様に対するサービスは向上し、新たな価値創造が可能になる、という考え

のもと当下期から全社プロジェクト活動として取り組んできたＷＰＩ（Work Place Innovation）プログラムを継

続、強化いたします。このことにより、当業界の就労環境をより魅力あるものにすることが可能となり、将来的に

は人材採用面においても、良い効果が期待されます。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には以下のようなものがあります。なお、将来に関する事項については当連結会計年度末（平成18年

３月31日）現在において判断したものであります。 

(1）システム開発業務について 

 システム開発業務においては、開発途中で仕様変更に対応しなければならない場合があります。これにより、予

定外の原価が発生し、当初予定していた利益幅を圧迫する可能性があります。 

(2）知的財産権に関するもの 

 当社グループの製品は、第三者のソフトウェアその他の知的財産を使用しています。将来、当社グループの製品

に関して第三者に対してライセンスを求め、またはこれを更新する必要が生じる可能性がありますが、当社グルー

プは、これらのライセンスを合理的な条件で取得することができると考えております。 

 しかしながら、将来、当社グループが必要とするライセンスを第三者から合理的な条件で取得できない、または

全く取得できない可能性があります。 

(3）情報セキュリティに関するもの 

 当社グループは情報セキュリティの充実に注力するとともに、セキュリティビジネスについて積極的に取り組ん

でおります。また、個人情報保護については、いち早くプライバシーマークを取得し、合わせて社内の啓蒙活動を

行っております。 

 しかしながら、コンピュータウィルス等による情報破壊や、情報漏洩によりお客様に深刻な損失をもたらし、お

客様の損失に対する責任を問われる可能性があり、社会的評価が低下する危険性があります。 

 これらの問題により当社グループの事業、業績および財務状況が悪影響を受ける可能性があります。 

(4）人材の確保について 

 現在のＩＣＴ（Information & Communication Technology）業界は、高度化、また複雑化した多種多様な技術を

要求されています。当社グループはその要求に応えるために優秀な人材を採用し、雇用し続けることに努力を続け

ております。 

 しかしながら、当社グループから優秀な人材が多数離職したり、新規に採用することができなかった場合、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5）高技術を有するビジネスパートナーの確保について 

 先に、人材の確保についてでも述べたように、現在のＩＣＴ業界は、高度な、また複雑化した多種多様な技術を

要求されています。当社グループは、これらの要求に応えるために海外を含めた多数のビジネスパートナーの協力

をいただいております。 

 しかしながら、一時期にこれらの要求が集中した場合等、さらに高技術を有するビジネスパートナーを募集する

必要がありますが、市場の状況によっては確保できなかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(6）海外オフショア開発について 

 海外オフショア開発を推進するにあたりましては、言語や文化・慣習等の相違から発生するコミュニケーション

不足等により、いろいろな事業リスクの発生が想定されますので、確実かつ細心な管理を心がけております。 

(7）投資について 

 更なる収益拡大を図るための投資については、一定の金額以上の案件について、投資評価委員会において、最大

限の検討を行い、リスク極小化を図っておりますが、不測の事態の発生により、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

(1) 活動状況 

当社グループは、今後の技術革新に対応するため、次世代のカーネル技術やモデリング技術の研究及びＷｅｂ

サービス関連の新製品の開発に積極的に取り組んでおります。当連結会計年度における研究開発費の総額は

255,956千円であります。 

① 次世代の新技術の研究 

・ Ｗｅｂサービス開発フレームワーク 

 前期においてマイクロソフト社のDotNet技術を利用したWindows環境で稼動するものを完成させました

が、さらに機能強化のため、連結子会社エス・エス・ジェイ㈱が開発したSuperStream開発フレームワーク

と技術共有することで次期バージョンの開発を開始しました。 

・ 仮想化技術 

 サーバー資源の使用率向上のため、商用製品であるVMwareやオープンソースソフトウェアのＸｅｎ（ゼ

ン）が注目されています。その利用技術、応用技術を調査研究いたしております。 

・ システム基盤技術（性能改善） 

 様々なＷｅｂサーバーやアプリケーションサーバー、データベースなどを組み合わせ、システム方式やシ

ステム運用、性能評価などの調査研究のためにベンチマーク環境を実現しております。同時に、負荷テスト

を実施するためのツールも調査研究しております。これらの研究開発を通じてシステムの性能改善に対する

方式をまとめ、開発現場支援を行うだけでなく、予防措置の一環として社内技術教育も実施しております。

・ 設計技術 

 前期同様、標準化団体であるＯＭＧが提唱するＭＤＡ（モデル駆動アーキテクチャ）による設計から製造

までをシームレスにつなぐ設計技術に関する調査、研究をしております。さらに、ＲＡＤ

(Rapid Application Development)ツールであるＧｅｎｅＸｕｓ（ジェネクサス）の調査研究を実施しまし

た。 

・ ＯＳＳ（オープンソースソフトウェア） 

 ＯＳＳを利用したソリューション提供を目指し、ＯＳＳベースの開発フレームワーク（基盤ソフト）整

備、並びにデスクトップ環境での利用に関する調査研究をいたしております。 

 具体的には、独立行政法人情報処理推進機構の「オープンソースソフトウェア活用基盤整備事業」に前期

採択されました、ＷｆＭＣ（注）標準準拠のワークフローシステム運用基盤「Nautica Workflow」を完成

し、オープンソースコミュニティ（http://nautica.sourceforge.jp/）として公開しました。 

また、財団法人コンピュータ教育開発センター（ＣＥＣ）の「Open School Platform」プロジェクトに採

択された、岐阜県およびつくば市教育委員会での学校教育現場におけるオープンソースソフトウェア活用に

向けての実証実験を、当社を中心に７社によるコンソーシアムで実施し、結果を公開しました

（http://www.osp-project.com/）。 

さらに、ウェブコンテンツの相互運用性を改善するフィルタリングサーバの開発も㈱三菱総合研究所やモ

ジラジャパンと共同で調査研究しております。 

（注） ＷｆＭＣ（The Workflow Management Coalition：ワークフロー管理連合）は、ワークフローの開

発、利用を促進するための標準を制定する国際標準化団体。1993年８月設立。 

② 新製品の研究 

・ 統合業務パッケージソフトSuperStream関連 

当連結会計年度においては、新会社法の制定をうけて、従来製品の機能拡張や強化を中心とした研究を行

いました。また人事システムパッケージ関連製品の一つとして出退勤、勤務実績管理パッケージの製品化、

人事関連諸届けの分散入力のためのツールの製品化に向けた研究を行いました。 

・ ＥＤＩソリューション関連 

ＥＤＩ関連製品の研究開発において、当社はインターネットの仕組みを活用したＥＤＩ製品開発のための

研究を主要なテーマとしております。当連結会計年度においては、ソフトウェア開発をビジネスパートナー

に委託する仕組みの研究を行いました。また、社内のデータ連携と企業間の電子商取引を連携するＥＤＩデ

ータ統合サーバの製品化を目指した研究をおこないました。 

・ ホテルソリューション関連 

当連結会計年度におきましては、従来製品であるホテルの宴会場や婚礼施設向けの見積管理、予約管理を

行うパッケージ製品「マリエス」の機能強化をおこなうための研究を行いました。 



・ アパレルソリューション関連 

当連結会計年度は、アパレル業向けに従来製品である販売管理システムの機能強化、販売管理システムの

オプション製品の製品化のための研究、ならびに生産管理システムの製品化に向けた研究を行いました。 

(2） 活動成果 

・ 統合業務パッケージソフトSuperStream関連 

 新会社法に対応した財務会計ソフト「SuperStream CORE」と、出退勤、勤務実績管理パッケージソフト

「SuperStream-field/ＴＬ」につきましては平成18年５月に市場に投入いたしました。なお、人事関連諸届

けの分散入力のためのツール「SuperStream-field/ＨＲ」につきましてはこれより早く同年３月に市場投入

を開始しております。 

・ ＥＤＩソリューション関連 

 社内のデータ連携と企業間の電子商取引を連携するＥＤＩデータ統合サーバの製品化につきましては

「InterWorks/Standard」として平成17年９月に市場に投入いたしました。また、ソフトウェア開発をビジ

ネスパートナーに委託する仕組みをパッケージ化した委託取引ＷｅｂＥＤＩシステム「BizPartner/Web」を

製品化し、平成18年４月より市場投入いたしました。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針および見積り 

 当社グループの財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ます。この財務諸表等の作成にあたっては、期末日における資産および負債、会計期間における収益および費用に

影響を与えるような仮定や見積りを必要とします。過去の経験および状況下において妥当と考えられた見積りであ

っても、仮定あるいは条件の変化により、実際の結果と異なる可能性があります。当社グループの財務諸表等に大

きな影響を与える可能性がある重要な会計方針の適用における仮定や見積りには、主に次のようなものが考えられ

ます。 

① 市場販売目的のソフトウェアの会計処理 

 当社グループは、通信手順ソフトウェア、旅館・ホテル向けソフトウェア等の市場販売目的のソフトウェアの

開発を行っております。これらのソフトウェアは見込販売数量に基づく償却額と見込販売可能有効期間（３年）

に基づく定額法のいずれか大きい額を償却する方法により減価償却を実施しております。市場販売目的のソフト

ウェアの資産計上に関しては、将来の販売予測について慎重な検討と随時見直しをしております。しかしなが

ら、ソフトウェア資産の回収可能性は必ずしも保証されているわけではなく、市場の急激な変化等により、当初

見積り数量を下回る場合は、追加的な減価償却費等が発生する可能性があります。 

② 繰延税金資産 

 当社グループは、財務諸表と税務上の資産及び負債との間に生ずる一時的な差異に関わる税効果について、当

該差異の解消時に適用される法定実効税率を使用して繰延税金資産を計上しております。各社において、将来の

回収可能性を十分に検討して、合理的かつ保守的な回収可能額を算出し、それを限度に計上しております。 

③ 有価証券の減損処理 

 当社グループは、戦略的な投資を継続的に実施しており、技術や営業における相乗効果や取引関係の維持拡大

のために、未公開株式を所有しております。投資先の企業価値が著しく下落したと判断された場合は、投資有価

証券の評価損を計上しております。 

④ 退職給付会計 

 退職給付費用及び債務は、年金数理計算において設定される前提条件に基づいて算出されております。前提に

は、従業員の動向、割引率及び期待運用収益率等の基礎率をあらかじめ決定しておく必要があります。これらの

前提条件の変動によって、退職給付費用及び債務が変動する可能性があります。 

⑤ 固定資産の減損 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し、いわき工場関連資産について減損損失を認識し、回収可能価

額を不動産鑑定評価に基づく正味売却価額により測定しております。しかしながら、今後の景気動向や需給状況

等の影響により、追加的な減損損失が発生する可能性があります。 



(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は、前期比13億44百万円減少（前期比5.8％減）し、220億３百万円となりました。業

務別では、システム開発業務売上高及び総合サービス業務売上高並びにシステム商品・製品販売業務売上高とも

減少いたしました。システム開発業務売上高におきましては、前期比３億58百万円減少（前期比2.9％減）し、

121億３百万円となりました。エンドユーザーの業種別売上高では、流通・サービス分野及び電力を中心とした

公共分野が減少いたしました。一方、携帯電話を中心とする組み込み分野と証券・クレジットカードを中心とす

る金融分野は増加いたしました。総合サービス業務売上高におきましては、前期比７億65百万円減少（前期比

9.6％減）し、72億29百万円となりました。主力のデスクトップサービスが低調であったこととマルチベンダー

サービスの漸減傾向が主な理由であります。システム製品・商品販売業務売上高におきましては、２億20百万円

減少（前期比7.6％減）し、26億70百万円となりました。EDI関連ソフトのWEB系の新商品と連結子会社エス・エ

ス・ジェイ㈱の中堅企業向け統合パッケージソフトの販売が低調であったことが売上高減少の主な要因でありま

す。 

② 売上原価及び売上総利益 

 売上総利益は前期比34百万円増加し、50億71百万円となりました。これは、主力のシステム開発業務におい

て、徹底したプロジェクト管理強化により、売上総利益率の改善をしたことによるものであります。システム開

発業務の売上総利益率は前期比2.9ポイント改善し、21.4％となりました。 

③ 販売費及び一般管理費並びに営業利益 

 当連結会計年度の販売費及び一般管理費については、その削減に努め前期比３億80百万円減少し40億４百万円

となりました。研究開発費は65百万円増加いたしましたが、販管人件費３億74百万円及びその他経費71百万円と

それぞれ減少したことによるものであります。営業利益は前期比４億15百万円増加し、10億67百万円を計上いた

しました。 

④ 営業外損益及び経常利益 

 営業外収益は持分法による投資利益２億60百万円を含む３億７百万円、営業外費用は支払利息33百万円を含む

44百万円となり、経常利益は13億29百万円を計上いたました。 

⑤ 特別損益及び税金等調整前当期純利益 

 特別利益は投資有価証券売却益57百万円を計上、特別損失はソフトウェア評価損４億94百万円、貸倒引当金繰

入額２億９百万円、投資有価証券評価損１億７百万、減損損失１億75百万円等合計11億91百万円を計上いたしま

した。その結果、税金等調整前当期純利益は1億95百万円となりました。 

⑥ 法人税等調整額等及び当期純利益 

 法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額79百万円及び少数株主損失45百万円を計上した結果、当期純

利益は１億61百万円となりました。 

(3）当連結会計年度末の財政状況の分析 

（財政状態） 

① 流動資産 

 前連結会計年度末に比べ、10億88百万円減少し、93億90百万円となりました。現金及び預金が１億36百万円、

たな卸資産が38百万円、繰延税金資産が１億60百万円、それぞれ増加した一方、受取手形及び売掛金が14億15百

万円減少したことによるものであります。 

② 固定資産 

 前連結会計年度末に比べ、２億42百万円減少し、69億46百万円となりました。減少の要因は、有形固定資産の

減少２億19百万円、無形固定資産の減少２億38百万円、投資その他の資産の増加２億15百万円であります。有形

固定資産の減少は、いわき工場（開発センター）の減損損失１億75百万円及び減価償却費42百万円であります。

無形固定資産の減少の主な要因は、ソフトウエアの取得が６億45百万円であった一方、ソフトウェア評価損及び

減価償却費が８億82百万円であったことによるものであります。 

③ 資産合計 

 資産合計は、上記の要因により前期末に比べ、13億31百万円減少しました。 



④ 流動負債及び固定負債 

 前連結会計年度末に比べ、13億74百万円減少して、55億29百万円となりました。これは短期借入金及び長期借

入金が13億46百万円減少したことによるものであります。キャッシュ・フローのところでもあるとおり、フリ

ー・キャッシュの獲得が順調だったことから、その資金にて借入金返済をいたしました。借入金依存度は、6.8

ポイント減少し、9.8％となっております。 

⑤ 株主資本 

 前連結会計年度末に比べ、84百万円増加して、107億47百万円となりました。これは主に、利益剰余金の12百

万円増加及びその他有価証券評価差額金が72百万円増加したことによるものであります。自己資本比率は、前期

末の60.3％から65.8％に上昇いたしました。 

（資本の財源及び資金の流動性について） 

 当社グループの当連結会計年度末における現金及び預金の残高は、39億25百万円であります。また、金融機関3行

と30億円のコミットメントライン契約を締結しておりますので、将来必要な運転資金を効率的に調達することが十分

可能であると考えております。コミットメントライン契約に基づく当連結会計年度末現在の残高はありません。 

 安全性に関する主な財務比率は次のとおりであります。 

流動比率（217.8％）、借入依存度（9.8％）、自己資本比率（65.8％） 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

① プロジェクトマネジメント 

 プロジェクトマネジメントの巧拙の影響があります。プロジェクトマネジメントがうまく機能しなかった場合

には、契約当初には想定していない追加コストが発生する可能性があります。 

② 受注状況 

 受注状況は当社グループの稼動率に影響を及ぼし、受注状況が悪化した場合には、当社グループの経営成績が

悪化する可能性があります。 

 上記以外に、「第２ 事業の概況 ３ 対処すべき課題」及び「第２ 事業の概況 ４ 事業等のリスク」に

記載された事項につきましても、経営成績に重要な影響を与えることが考えられます。 

(5）経営戦略の現状と見通し 

 下記基本方針及び事業戦略の下、積極的な事業展開を行なってまいります。 

（基本方針） 

① 機動的な事業再編 

② 競争力の継続的強化 

③ 活力あふれる職場環境づくり 

（業務別戦略） 

① システム開発業務 

・金融分野およびエネルギー分野を戦略的強化分野と位置付け、主要なお客様との連携をこれまでにも増して強

化し、真のパートナーとしてのご評価を獲得することにより収益性の向上と事業基盤の拡大を図ってまいりま

す。 

・エンベデットシステム（組み込みソフトウエア開発）事業において対象分野並びにユーザーベースの拡大を図

り、業務系システム開発事業と並ぶ第二のビジネスの柱としての基盤を確立してまいります。 

・業務アプリケーションパッケージを中心とするソリューションサービス事業では、子会社のエス・エス・ジェ

イ㈱のSuperStreamによる会計/人事・給与分野並びに不動産分野への資源集中により、強みとしての事業を構

築してまいります。 

・ＰＭＯセンターの機能を強化し、見積もり精度の向上、システム開発に関る基準の整備などを通して、低採算

案件発生の未然防止並びにソフトウエア品質の向上を目指します。  

② 総合サービス業務 

・システム基盤構築事業の本格的立ち上げのために必要とされる技術の習得、お客様との連携を強化し、将来的

なプロフェッショナルサービス事業の核とするべく、業容の拡大を図ってまいります。 

・業務系システム開発事業とプロフェッショナルサービス事業が一体となったシステム構築提案によりお客様の

ご要望に対して一貫したサービスの提供を目指します。 

・子会社の㈱アルゴインテリジェントサービスにおいては、従来からの中心的事業である人材派遣の枠にとどま

らず紹介予定派遣、ＢＰＯなどの新たなサービスの拡大に注力してまいります。 

・子会社の㈱アルゴエデュケーションサービスにおいては、ＩＴＳＳ関連教育プログラムおよびeラーニング向

けコンテンツの充実により、安定収益基盤の構築を図ってまいります。 



③ システム商品・製品販売業務 

・EDI、およびホテル事業向け業務パッケージソフトを中心とした事業においては、商品ラインアップの整備を

図ると共に外部パートナーとの連携を深めることにより、新たなビジネスモデルによる事業を展開してまいり

ます。 

・子会社のエス・エス・ジェイ㈱においては、主力製品である中堅企業向け統合業務パッケージソフト

SuperStreamの製品力強化および外部ベンダーとの連携強化により、新たなお客様層の開拓を図り、シェアを

拡大してまいります。 

(6）経営者の問題意識と今後の方針について 

 「第２ 事業の概況 ３ 対処すべき課題」に記載のとおりであります。 

 なお、将来に関する事項は当連結会計年度末（平成18年３月31日）現在における判断であります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループの設備投資につきましては、開発生産性の向上を目的とした開発用機器の増強、総合サービス事業拡

大のための支援システム等設備の拡充、新製品の研究開発及び新技術の研究などに重点をおいて、総額818百万円

（有形固定資産173百万円、ソフトウエア等無形固定資産645百万円）の投資を行いました。 

 なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

 （注） 各賃借物件の年間賃借料は以下のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

事業品目の名称 
設備の内
容 

土地 
建物及び構
築物 その他の有

形固定資産 
（千円） 

ソフトウエ
ア 
（千円） 

投下資本計 
（千円） 

従業
員数 
（人）面積 

（㎡） 
金額 
（千円） 

金額 
（千円） 

本社(東京都中央

区) 

システム開発業

務 

総合サービス業

務 

システム商品・

製品販売業務 

管理業務 

開発、販

売、その

他の設備 

－ － 91,868 189,975 146,640 428,485 743 

大阪支店(大阪市

中央区) 

システム開発業

務 

総合サービス業

務 

システム商品・

製品販売業務 

管理業務 

開発、販

売、その

他の設備 

－ － 26,465 20,288 － 46,754 155 

いわき工場(福島

県いわき市) 

システム開発業

務 

開発、そ

の他の設

備 

20,733 329,800 188,578 1,538 － 519,917 － 

その他厚生施設等

(福島県いわき市) 
－ 厚生施設 3,116 152,678 33,493 － － 186,171 － 

会社名 
（所在地） 

事業品目の名称 設備の内容 
建物及び構築物 その他の有形固

定資産 
（千円） 

ソフトウエア 
（千円） 

投下資本計 
（千円） 

従業員数 
（人） 

金額（千円） 

㈱アルゴインテリジェン

トサービス本社(東京都

中央区) 

総合サービス業務

管理業務 

販売、その

他の設備 
7,734 6,003 2,764 16,502 141 

エス・エス・ジェイ㈱本

社(東京都品川区) 

総合サービス業務

システム商品・製

品販売業務 

管理業務 

販売、その

他の設備 
7,838 28,957 886,235 923,031 118 

会社名 事業所名 年間賃借料（千円） 

提出会社 本社 365,555 

同上 大阪支店 80,085 

㈱アルゴインテリジェントサービ

ス 
本社 22,055 

エス・エス・ジェイ㈱ 本社 72,084 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末における重要な設備の新設計画は次のとおりです。 

会社名・事業
所名（所在
地） 

所在地 事業品目の名称 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完成予定 

㈱アルゴ21 

本社 

  

東京都 

中央区 

  

システム開発業務 開発用機器 39,000 － 

借入金及び

自己資金 

平成18年４月  平成19年３月  

総合サービス業務 サービス設備 42,000 － 平成18年４月  平成19年３月  

全社共通 
自社利用ソフ

トウェア 
217,000 － 平成18年４月  平成19年３月  

全社共通 オフィス設備 70,000 － 平成18年４月  平成19年３月  

エス・エス・

ジェイ㈱本社 

東京都 

品川区 

システム商品・製

品・販売業務 

自社開発ソフ

トウェア  
190,000 － 

借入金及び

自己資金 
平成18年４月  平成19年３月  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 平成18年６月23日の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日より

17,000,000株増加し、45,000,000株となっております。 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 28,000,000 

計 28,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月26日） 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 11,551,100 11,551,100 東京証券取引所市場第一部 － 

計 11,551,100 11,551,100 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく平成15年６月24日の第19回定時株主総会の決議による新株

予約権 

 （注）１．平成15年６月24日開催の当社第19回定時株主総会終結時に在職する取締役９名、監査役４名、平成15年８月

５日現在の当社従業員名簿に記載されている全従業員1,211名及び当社子会社の取締役17名に対して付与す

ることを平成15年６月24日の定時株主総会において決議されたものであります。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額

（以下、「払込金額」とする。）を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価格で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新株を発

行する場合を除く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。 

なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に、「新規発行前」を「処分前」に、それぞれ

読み替えるものとする。 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が吸収合併または新設合併を行う場合、吸収分割または新設分割

を行う場合、その他これらの場合に準じて１株当たりの払込金額の調整を必要とする場合は、当社は、合理

的な範囲で、１株当たりの払込金額について必要と認める調整を行うことができるものとする。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 4,249 4,150 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 424,900 415,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき 1,099 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年９月１日～19年８月31日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価額及び資本組入額（円） 

発行価額   1,099  （注）２ 

資本組入額   550 
同左 

新株予約権の行使の条件 

平成15年６月24日開催の定時株主

総会決議及び取締役会決議に基づ

き、当社と対象取締役、監査役、

従業員及び当社子会社の取締役と

の間で締結する新株予約権割当契

約に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入その他の処分及

び相続は認めない。 
同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割または併合の比率

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株式の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく平成17年６月23日の第21回定時株主総会の決議による新株

予約権 

 （注）１．平成17年６月23日開催の当社第21回定時株主総会終結時に在職する取締役９名、執行役員８名、平成17年８

月８日現在の当社従業員名簿に記載されている全従業員973名及び当社子会社取締役11名に対して付与する

ことを平成17年６月23日の定時株主総会及び平成17年７月29日開催の取締役会において決議されたものであ

ります。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額

（以下、「払込金額」とする。）を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価格で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新株を発

行する場合を除く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。 

なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に、「新規発行前」を「処分前」に、それぞれ

読み替えるものとする。 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が吸収合併または新設合併を行う場合、吸収分割または新設分割

を行う場合、その他これらの場合に準じて１株当たりの払込金額の調整を必要とする場合は、当社は、合理

的な範囲で、１株当たりの払込金額について必要と認める調整を行うことができるものとする。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 4,017 3,981 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 401,700 398,100 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき  1,092 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月１日 

～21年８月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,092（注２）

資本組入額  546 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 平成17年６月23日開催

の定時株主総会決議及び

平成17年７月29日開催の

取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役、執行

役員、従業員及び当社子

会社の取締役との間で締

結する新株予約権割当契

約に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 権利の譲渡、質入その

他の処分及び相続は認め

ない。 

同左 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割または併合の比率

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
新規発行前の株式の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．１株につき、1.1株の割合をもって分割 

２．子会社㈱アルゴコンサルティングサービスを合併したことに伴う合併差益であります。 

３．平成16年６月23日開催の当社第20回定時株主総会において、商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備

金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。 

(4）【所有者別状況】 

 （注） 上記「その他の法人」のうち機構名義失念株式    14単元 

「個人その他」のうち自己名義株式      8,501単元 

「単元未満株式の状況」のうち機構名義単元未満失念株式72株、自己名義単元未満株式17株 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年11月16日

（注）１ 
1,050,100 11,551,100 － 3,627,700 － 3,696,500 

平成16年４月１日

（注）２ 
－ 11,551,100 － 3,627,700 1,300 3,697,800 

平成16年８月１日

（注）３ 
－ 11,551,100 － 3,627,700 △2,789,575 908,225 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） －  39 22 56 42 3 7,228 7,390 － 

所有株式数

（単元） 
－  18,141 862 23,371 8,970 3 62,289 113,636 187,500 

所有株式数の

割合（％） 
－  15.96 0.76 20.57 7.90 0.00 54.81 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社所有の株式のうち、信託業務に係る株式数は3,725百株であ

り、投資信託業務に係る株式数は3,306百株、年金信託業務に係る株式数は419百株であります。 

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社所有の株式のうち、信託業務に係る株式数は1,465百株であり、投

資信託業務に係る株式数は609百株、年金信託業務に係る株式数は856百株であります。 

３．野村信託銀行株式会社所有の株式1,982百株は、投資信託業務に係る株式であります。 

４．上記の他、自己株式が8,501百株あります。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区丸の内１丁目6-5 10,000 8.65 

株式会社テプコシステムズ 東京都江東区永代２丁目37-28 10,000 8.65 

佐藤 雄二朗 東京都大田区 6,317 5.46 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目8-11 4,163 3.60 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11-3 3,181 2.75 

アルゴ21従業員持株会 

理事長 石森 忠 

東京都中央区勝どき６丁目1-15 

勝どきＹＳビル 
2,605 2.25 

ゴールドマン・サックス・イン

ターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン・

サックス証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 2,403 2.08 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町2-2 1,982 1.71 

株式会社電通国際情報サービス 東京都港区港南２丁目17-1 1,650 1.42 

安藤 博 東京都江東区 1,177 1.01 

計 － 43,478 37.64 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株含まれておりま

す。なお「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権様式に係る議決権14個を含めておりません。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）（注）１ 普通株式   850,100 － － 

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式  10,513,500 105,121 － 

単元未満株式 普通株式   187,500 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 11,551,100 － － 

総株主の議決権 － 105,121 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アルゴ21 
東京都中央区勝どき

６丁目1-15 
850,100 －  850,100 7.36 

計 － 850,100 －  850,100 7.36 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

決議年月日 平成15年６月24日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社の取締役           ９名 

監査役              ４名 

従業員（顧問、嘱託等を含む） 1,211名 

当社子会社の取締役        17名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成17年６月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社の取締役           ９名 

執行役員             ８名 

従業員             973名 

当社子会社の取締役        11名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式による買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は従来から将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、株主の皆様に対する適正か

つ安定的な配当を行うことを基本方針といたしております。 

 このたび第22期におきましては、平成18年６月23日開催の第22回定時株主総会において、１株当たり15円とさせて

いただくことで決議されました。 

 第23期の配当につきましては、更なる業績改善を実現させて20円の配当を行なう予定であります。 

 なお、内部留保資金につきましては、新技術の研究開発、中長期的な人材育成、各事業基盤の強化等の投資原資と

して有効活用を図っていく所存であります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 3,300 1,625 1,222 1,020 1,332 

最低（円） 1,425 526 565 647 950 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,142 1,130 1,187 1,332 1,239 1,098 

最低（円） 1,050 1,035 1,052 1,095 1,031 1,020 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

代表取締役社長  太田 清史 昭和18年２月６日生 

昭和45年４月 ㈱野村電子計算センター（現 ㈱野村

総合研究所）入社 

昭和63年１月 ㈱野村総合研究所取締役 

平成２年６月 同社常務取締役 

平成５年６月 同社専務取締役 

平成９年６月 同社代表取締役副社長 

平成14年６月 同社取締役副会長 

平成17年６月 当社代表取締役社長（現任） 

200 

取締役  加賀 達志 昭和27年10月23日生 

昭和50年４月 野村コンピュータシステム㈱（現 ㈱

野村総合研究所）入社 

平成12年６月 ㈱野村総合研究所取締役 

平成14年４月 ＮＲＩデータサービス㈱取締役 

平成15年４月 当社執行役員ＳＩサービス事業本部、

ｅ－Ｊａｐａｎ事業部担当 

平成15年６月 当社常務取締役兼執行役員ＳＩサービ

ス事業本部、ｅ－Ｊａｐａｎ事業部担

当 

平成17年６月 当社取締役兼常務執行役員ＳＩサービ

ス第一事業本部、第二事業本部、第三

事業本部、第四事業本部、企画管理本

部、ＰＭＯセンター担当 

平成18年４月 当社取締役兼専務執行役員事業部門管

掌（現任） 

53 

取締役 

コンプライア

ンス・リスク

マネジメント

センター長 

根本 一生 昭和22年５月１日生 

昭和46年４月 日本ユニバック㈱（現 日本ユニシス

㈱）入社 

昭和60年１月 日本テクノシステム㈱（合併により現

在の当社）入社 

平成12年４月 当社執行役員ＳＭＳ事業本部長 

平成15年６月 当社取締役兼執行役員経理部長 

平成16年３月 当社取締役辞任 

平成16年４月 当社執行役員経理部、総務部、秘書

室、情報システム部、大阪支店総務部

担当 

平成17年６月 当社取締役兼執行役員監査部、経営企

画部、総務部、経理部、人事部、秘書

室、情報システム部、大阪支店総務部

担当 

平成18年４月 当社取締役兼常務執行役員ゼネラルス

タッフ部門管掌兼コンプライアンス・

リスクマネジメントセンター長（現

任） 

40 

取締役 

ＳＩサービス

第二事業本部

長 

小澤 弘 昭和22年８月24日生 

昭和47年４月 ㈱野村電子計算センター（現 ㈱野村

総合研究所）入社 

平成12年12月 ＮＲＩシェアードサービス㈱出向 

平成16年４月 当社出向 

平成17年４月 当社入社 

当社執行役員ＳＩサービス第二事業本

部長 

平成18年４月 当社常務執行役員ＳＩサービス第二事

業本部長 

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員ＳＩサービ

ス第二事業本部長（現任） 

－ 

取締役 

ＰＳ事業本部

長兼研究開発

センター長 

岩本 峰尊 昭和27年６月３日生 

昭和50年４月 日本ユニバック㈱（現 日本ユニシス

㈱）入社 

昭和60年８月 当社入社 

平成13年４月 当社執行役員ｅソリューションサービ

ス事業本部長 

平成16年６月 当社取締役兼執行役員研究開発センタ

ー長 

平成17年10月 当社取締役兼執行役員ＰＳ事業本部長

兼研究開発センター長（現任） 

48 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

取締役 
ＳＳ事業本部

長 
大谷 省二 昭和25年12月25日生 

昭和48年12月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

昭和63年６月 東電ソフトウェア㈱（現 ㈱テプコシ

ステムズ）入社 

平成15年６月 ㈱テプコシステムズ取締役 

平成17年６月 当社取締役兼執行役員 

平成17年10月 当社取締役兼執行役員ＳＳ事業本部長

（現任） 

20 

取締役 

ＳＩサービス

第三事業本部

長 

福本 博行 昭和27年１月１日生 

昭和50年４月 日本ユニバック㈱（現 日本ユニシス

㈱）入社 

昭和59年５月 当社入社 

平成13年４月 当社執行役員ビジネス企画推進本部長 

平成18年６月 当社取締役兼執行役員ＳＩサービス第

三事業本部長（現任） 

134 

取締役 

エンベデット

システム事業

本部長 

森 陽三 昭和27年６月29日生 

昭和46年４月 日本ユニバック㈱（現 日本ユニシス

㈱）入社 

昭和61年１月 日本テクノシステム㈱（合併により現

在の当社）入社 

平成14年４月 当社執行役員ＳＩサービス西日本事業

本部長 

平成18年６月 当社取締役兼執行役員エンベデットシ

ステム事業本部長（現任） 

37 

取締役  土居 範久 昭和14年７月11日生 

昭和44年４月 慶應義塾大学情報科学研究所助手 

昭和61年４月 慶應義塾大学情報科学研究所教授 

平成13年２月 科学技術・学術審議会委員（現任） 

平成13年６月 当社取締役（現任） 

平成15年１月 情報通信審議会委員（現任） 

平成15年４月 慶應義塾大学名誉教授（現任） 

平成15年４月 中央大学理工学部教授（現任） 

平成17年４月 総合科学技術会議専門委員（現任） 

－ 

常勤監査役  荒川 英雄 昭和21年１月28日生 

昭和44年４月 日本ユニバック㈱（現 日本ユニシス

㈱）入社 

昭和59年11月 日本テクノシステム㈱（合併により現

在の当社）入社 

昭和62年10月 同社取締役 

平成９年６月 当社取締役人材開発部長 

平成12年６月 エス・エス・ジェイ㈱監査役（現任） 

平成13年４月 当社常務取締役兼執行役員品質開発推

進本部長兼経営企画室長 

平成16年４月 当社取締役兼執行役員経営企画部、人

事部、監査部、ディスクロージャー部

担当 

平成17年６月 当社常勤監査役（現任） 

319 

常勤監査役  下村 公雄 昭和21年11月10日生 

昭和44年４月 日本ユニバック㈱（現 日本ユニシス

㈱）入社 

昭和59年７月 当社入社 

平成７年６月 当社取締役ＳＩビジネス部門担当 

平成11年６月 当社取締役退任 

平成11年６月 ㈱マーテック21（現 ㈱アルゴインテ

リジェントサービス）代表取締役社長 

平成16年３月 ㈱アルゴインテリジェントサービス取

締役辞任 

平成16年４月 当社執行役員Ｓ＆ＰＳ第一事業本部、

第二事業本部、ＩＴコンサルティング

事業部担当 

平成16年６月 当社常務取締役兼執行役員Ｓ＆ＰＳ第

一事業本部、第二事業本部、ＩＴコン

サルティング事業部担当 

平成17年６月 当社取締役兼常務執行役員プロダクト

事業本部、ＰＳ事業本部担当 

平成18年６月 当社常勤監査役（現任） 

300 

 



 （注）１．取締役土居範久は社外取締役であります。 

２．監査役高橋百利及び伊藤俊彦は社外監査役であります。 

３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選出しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

監査役  高橋 百利 昭和15年１月29日生 

昭和63年８月 ㈱クライムエヌシーデー設立 代表取

締役社長（現任） 

平成11年６月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役  伊藤 俊彦 昭和26年７月10日生 

昭和50年４月 ㈱北海道拓殖銀行（現 中央三井信託

銀行）入社 

平成13年９月 ㈱アルゴグラフィックス入社 

平成14年４月 同社執行役員（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

－ 

    計 1,154 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（百株） 

浦上 淳 昭和26年10月22日生 

昭和51年４月 ㈱三和銀行（現 ㈱三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）入社 

平成２年11月 三和システム開発㈱（現 ㈱Ｕ

ＦＪ日立システムズ）ＥＢシス

テム開発担当次長 

平成16年10月 ㈱ＵＦＪ日立システムズ代表取

締役社長（現任） 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

  当社は、「アルゴ２１はトータルシステムインテグレータである」という企業理念に基づき、あらゆるステーク

ホルダー（お客様、株主の皆様、取引先各社、社員各位等）の満足度向上を果たすことが、当社の社会的責任と認

識しております。そのためには、企業価値を継続的に向上させる事業基盤の確立と、健全な成長を保証するコーポ

レート・ガバナンスの確立が不可欠であると考えております。当社は、取締役の選任、経営監視、コンプライアン

ス等の諸課題に対して、透明性・納得性の高い経営および迅速な意思決定と業務執行を実現するために努力を重ね

ております。 

  

  （経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織等について） 

(1)取締役会 

 社外取締役１名を含む、9名からなる定例取締役会は月１回の開催を原則とし、必要に応じて柔軟かつ機動的

に臨時取締役会を開催し、意思決定が迅速に行われるようにしております。取締役会は、経営の透明性と企業

活動の公正性を前提におきながら、経営戦略や重要事項等について意思決定し、各取締役の業務執行を監督す

ることにより、一層のガバナンスの整備と強化に努めております。 

(2)経営会議 

 取締役会の意思決定を受けて、常勤取締役７名(兼務執行役員６名)と執行役員９名からなる経営会議におい

て、経営計画、事業運営、管理統制、重要な人事労務事項と人事異動、資金計画、重要な資産の取得処分等の

経営活動全般の意思決定を行なっております。また、事業の状況に関する情報をもれなく共有し、各事業の課

題等に対しての議論を通して、その対応策を決定しております。 

(3)監査役会 

 当社は監査役制度を採用しております。監査役会は、社外監査役２名を含む４名の監査役により構成され、

監査役全員の取締役会への出席、常勤監査役の経営会議等の主要な会議への出席をとおし、取締役の職務執行

を監査・監督しております。 

(4)監査役と内部監査部門の連携状況 

  内部監査につきましては、監査部が業務監査を実施し、改善の必要な事項については、改善指示書等を発行

しております。その後、指摘事項の具体的な改善結果のフォローをしております。 

また、課題を共通認識し、業務に反映させるために、定期的に経営会議へ内部監査状況を報告しております。 

監査役は年４回（四半期ごと）の内部監査委員会への出席、年間約10～15回程度行われる内部監査における事

前打ち合わせ並びに立会いを行っています。 

(5)全社委員会 

 代表取締役、取締役会、経営会議の諮問機関として、指名報酬検討委員会、投資評価委員会、情報セキュリ

ティ委員会、人事政策委員会、プロジェクト監理会議の５つの委員会を設置しております。 

 指名報酬検討委員会は、社外取締役を含む取締役６名によって構成され、主な機能は、取締役および執行役

員の選任・評価・報酬体系の検討等であり、代表取締役の諮問機関として透明かつ公正性を保持することを狙

いとして重要な役割を担っております。 

 (6)会計監査 

 当社は、監査法人トーマツとの間で、商法監査と証券取引法監査について、監査契約を締結し、それに基づ

いた報酬を支払っており、同監査法人による商法および証券取引法に基づく会計監査を受けております。 

  当事業年度において業務を執行した公認会計士は米澤英樹及び芝田雅也であり、会計監査業務に係る補助者

は公認会計士１名、会計士補３名、その他１名であります。 

  また、監査役は定期的に監査役・会計監査人双方出席による会合の場をもち、双方の監査計画に関する打ち

合わせ、半期ごとの監査報告に関する打ち合わせを行っています。 

 (7)社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役である土居範久は、中央大学理工学部の教授をしており、当社と資本関係又は取引関係そ

の他の利害関係はございません。 

 また、社外監査役の高橋百利は、㈱クライムエヌシーデーの代表取締役社長を兼務しており、当社は同社へ

20％を出資しております。同社との当該年度の取引はございません。  

 同じく平成18年6月23日に社外監査役に就任した伊藤俊彦は、㈱アルゴグラフィックスの執行役員を兼務して

おり、当社は同社へ21.3％を出資しております。同社との当該年度の取引額は売上26,328千円、仕入484千円と

なっております。 



 (8)内部統制とリスク管理の体制 

 ますます透明性と公正性が求められる企業経営に対して、コンプライアンスとリスクを統括・管理するため

に、平成18年度よりコンプライアンス担当役員を置き、コンプライアンス・リスクマネジメントセンター（以

下ＣＲＭセンター）を新たに設置いたしました。当社は、全役職員が高い倫理観と良識ある企業活動を行うよ

う、コンプライアンス・ポリシー（企業行動憲章と行動指針）を定めており、ＣＲＭセンター主導で全役職員

へ周知徹底してまいります。 

 情報セキュリティに関しては、事業部長及びスタッフ部長を中心とした運営委員から構成される情報セキュ

リティ運営委員会によって組織への施策の浸透が円滑に進むよう努めております。 

また、平成10年に「個人情報保護規程」を制定し、同年には財団法人日本情報処理開発協会のプライバシーマ

ークを取得し、個人情報の保護について取り組んできました。 

情報セキュリティを始めとする経営上のリスク全般については、事前に関連部門において、リスク分析やその

対策の検討を行い、必要に応じて取締役会や経営会議等にて審議しております。 

（当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制―平成18年３月31日現在） 

 （注） 当社は、必要に応じて、弁護士等の複数の専門家から経営判断上に参考とするためのアドバイスを受ける体制を

とっております。 



（役員報酬の内容） 

 当社の役員報酬の内訳は以下のとおりであります。 

  

 （監査報酬の内容） 

 当社の監査法人トーマツへの公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬及

びそれ以外の報酬は以下のとおりであります。 

 （注）１．当社と会計監査人の間の監査契約において「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」に基づく

監査と「証券取引法」に基づく監査の監査報酬を区分しておらず、また実質的にも区分できないため、３．

の金額にはこれらの合計金額を記載しております。 

２．金額には消費税は含まれません。 

  

役員 
金額（千円） 

役員報酬 退職慰労金 合計 

取締役 172,725 19,646 192,371 

社外取締役 6,450 - 6,450 

監査役 33,270 7,400 40,670 

合計 212,445 27,046 239,491 

内容 金額（千円） 

１．当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき報

酬等の合計額 
24,000 

２．上記１．のうち公認会計士法（昭和23年法律第103

号）第２条第１項の監査証明業務の対価として当社

及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等

の合計額 

24,000 

３．上記２．のうち当社が会計監査に支払うべき会計監査

人としての報酬等の額 
20,000 



第５【経理の状況】 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）

及び前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）並びに当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成

18年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の連結財務諸表及び財務諸表につい

て、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ＊２  3,789,052   3,925,611  

２．受取手形及び売掛金   5,632,207   4,216,621  

３．たな卸資産   358,185   396,808  

４．繰延税金資産   398,276   559,261  

５．その他   314,818   324,066  

６．貸倒引当金   △13,046   △31,849  

流動資産合計   10,479,494 59.3  9,390,520 57.5 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物及び構築物  809,702   787,470   

減価償却累計額  384,609 425,093  414,784 372,685  

２．土地   608,072   483,288  

３．その他  1,414,394   1,205,815   

減価償却累計額  1,090,647 323,746  924,381 281,434  

有形固定資産合計   1,356,911 7.7  1,137,407 7.0 

(2）無形固定資産        

１．営業権   1,880   940  

２．ソフトウェア   1,222,314   985,280  

３．電話加入権等   31,032   30,322  

無形固定資産合計   1,255,227 7.1  1,016,543 6.2 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ＊１  3,620,517   3,892,209  

２．長期貸付金   124,687   16,623  

３．繰延税金資産   70,208   53,030  

４．その他   991,259   1,067,551  

５．貸倒引当金   △229,319   △236,785  

投資その他の資産合計   4,577,353 25.9  4,792,629 29.3 

固定資産合計   7,189,491 40.7  6,946,580 42.5 

資産合計   17,668,986 100.0  16,337,100 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   1,277,068   1,087,413  

２．短期借入金    12,000   22,000  

３．一年以内返済予定の長
期借入金 

  1,849,712   1,095,358  

４．未払法人税等   100,641   73,169  

５．賞与引当金   761,361   803,751  

６．債務保証損失引当金   －   84,006  

７．その他   1,131,915   1,144,595  

流動負債合計   5,132,698 29.1  4,310,294 26.4 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   1,094,352   491,834  

２．繰延税金負債   －   190,956  

３．退職給付引当金   450,381   494,073  

４．役員退職慰労引当金   192,804   －  

５．その他   33,427   42,498  

固定負債合計   1,770,965 10.0  1,219,362 7.4 

負債合計   6,903,663 39.1  5,529,656 33.8 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   102,412 0.6  60,282 0.4 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ＊４  3,627,700 20.5  3,627,700 22.2 

Ⅱ 資本剰余金   3,697,800 20.9  3,697,901 22.6 

Ⅲ 利益剰余金   4,181,103 23.7  4,193,589 25.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  23,620 0.1  96,145 0.6 

Ⅴ 自己株式 ＊５  △867,313 △4.9  △868,174 △5.3 

資本合計   10,662,909 60.3  10,747,161 65.8 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  17,668,986 100.0  16,337,100 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   23,347,720 100.0  22,003,188 100.0 

Ⅱ 売上原価   18,310,436 78.4  16,931,351 76.9 

売上総利益   5,037,284 21.6  5,071,837 23.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．給与・賞与  1,964,443   1,647,112   

２．賞与引当金繰入額  203,899   198,025   

３．退職給付費用  84,041   69,120   

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

 47,152   10,327   

５．法定福利費  261,354   225,242   

６．旅費通信費  199,862   168,990   

７．貸倒引当金繰入額  42,680   42,463   

８．減価償却費  86,192   84,648   

９．賃借料  340,462   313,461   

10．研究開発費 ＊２ 190,172   255,956   

11．営業権償却費  15,768   939   

12．連結調整勘定償却額  14,383   4,534   

13．その他  934,575 4,384,989 18.8 983,595 4,004,418 18.2 

営業利益   652,294 2.8  1,067,418 4.9 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  3,137   4,324   

２．保険金収入  23,145   －   

３．持分法による投資利益  310,598   260,753   

４．雑収入  20,474 357,356 1.6 42,228 307,306 1.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  45,840   33,202   

２．投資組合損失  2,042   2,287   

３．コミットメントライン
手数料 

 13,075   7,807   

４．雑損失  2,664 63,623 0.3 1,635 44,932 0.2 

経常利益   946,027 4.1  1,329,793 6.0 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  51,619   57,526   

２．営業譲渡益  50,573 102,193 0.4 － 57,526 0.3 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ＊１ 70,693   37,723   

２．ソフトウェア評価損  －   494,625   

３．貸倒引当金繰入額  1,035   209,523   

４．投資有価証券評価損  187,687   107,850   

５．特別退職金  210,401   －   

６．減損損失 ＊３ －   175,540   

７．債務保証損失引当金繰  
  入額 

 －   84,006   

７．連結調整勘定償却額  35,959   －   

８．持分変動損失  42,594   －   

９．その他の特別損失  12,118 560,489 2.4 82,528 1,191,797 5.4 

税金等調整前当期純利
益 

  487,731 2.1  195,522 0.9 

法人税、住民税及び事
業税 

 65,217   81,774   

法人税等調整額  △240,984 △175,766 △0.7 △2,155 79,619 0.4 

少数株主利益又は少数
株主損失（△） 

  9,540 0.0  △45,223 △0.2 

当期純利益   653,957 2.8  161,126 0.7 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,696,500  3,697,800 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

1.連結子会社合併減資差
益 

 1,300   －   

 2.自己株式処分差益  － 1,300 101 101 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   3,697,800  3,697,901 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,528,445  4,181,103 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

1.当期純利益  653,957   161,126   

 2.持分法適用会社減少に伴 

  う増加高 
 － 653,957 15,473 176,600 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  －  160,525  

２．役員賞与  －  3,587  

３．連結子会社合併に伴う
減少額 

 1,300 1,300 － 164,113 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   4,181,103  4,193,589 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益  487,731 195,522 

減価償却費  665,997 544,268 

連結調整勘定償却額  50,343 4,534 

投資有価証券評価損  187,687 107,850 

営業譲渡益  △50,573 － 

ソフトウェア評価損   － 494,625 

減損損失   － 175,540 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

 △12,062 26,482 

賞与引当金の増減額（減
少：△） 

 309,285 49,649 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

 67,473 51,444 

債務保証損失引当金の増
減額（減少：△）  

 － 84,006 

受取利息及び受取配当金  △8,199 △10,273 

支払利息  45,840 33,202 

持分法による投資利益  △239,148 △156,053 

売上債権の増減額（増
加：△） 

 672,777 1,351,194 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

 356,124 △38,623 

仕入債務の増減額（減
少：△） 

 △115,001 △186,720 

その他  239,203 △86,969 

小計  2,657,478 2,639,680 

利息及び配当金の受取額  9,059 11,974 

利息の支払額  △45,068 △35,290 

法人税等の支払額  △44,473 △94,908 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,576,996 2,521,455 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

定期預金満期解約による
収入 

 － 100,000 

定期預金の預入による支
出  

 △300,000 △100,000 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △137,780 △173,531 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △856,764 △645,278 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △86,209 △70,830 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 167,871 70,561 

貸付けによる支出  △16,112 △5,342 

連結子会社の除外による
支出 

 － △7,107 

預金の担保解除による収
入 

 112,504 60,000 

営業譲渡による収入  214,940 － 

その他  80,705 56,040 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △820,845 △715,488 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

短期借入金の増減額（減
少：△） 

 △400,000 10,000 

長期借入れによる収入  1,300,000 720,000 

長期借入金の返済による
支出 

 △2,298,342 △2,076,872 

配当金の支払額  － △160,525 

自己株式の取得による支
出 

 △853,852 △2,188 

その他  △1,250 178 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,253,444 △1,509,407 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額（減少：△） 

 △497,293 296,559 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 4,126,345 3,629,052 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末
残高 

＊１ 3,629,052 3,925,611 

    



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社はエス・エス・ジェイ㈱、㈱ア

ルゴインテリジェントサービス、㈱アル

ゴシステム創研及び㈱アルゴエデュケー

ションサービスの４社であり、連結対象

としております。なお、前連結会計年度

まで子会社でありました㈱アルゴコンサ

ルティングサービスは、平成16年４月１

日をもって当社が吸収合併しておりま

す。 

 子会社はエス・エス・ジェイ㈱、㈱ア

ルゴインテリジェントサービス及び㈱ア

ルゴエデュケーションサービスの３社で

あり、連結対象としております。なお、

前連結会計年度まで子会社でありました

㈱アルゴシステム創研は、全株式を売却

したため、当中間連結会計期間の損益計

算書のみを連結したのち、連結対象より

除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 関連会社は㈱アルゴグラフィックス他

の５社であり、持分法を適用しておりま

す。また、当連結会計年度より持分の増

加に伴いシーディーシーソリューション

ズ㈱を持分法適用の関連会社に含めてお

ります。 

 関連会社は㈱アルゴグラフィックス他

の３社であり、持分法を適用しておりま

す。なお、当連結会計年度より持分の減

少に伴い㈱シー・フォーカスを、また、

株式の売却によりシーディーシーソリュ

ーションズ㈱を当連結会計年度の持分法

投資損益を損益計算書に取り込んだの

ち、持分法適用の関連会社から除外して

おります。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

イ 商品 

個別法による原価法 

② たな卸資産 

イ 商品 

同左 

 ロ 原材料 

移動平均法による原価法 

ロ 原材料 

同左 

 ハ 仕掛品 

個別法による原価法 

ハ 仕掛品 

同左 

 ニ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

ニ 貯蔵品 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、いわき工場関連の建物及

び構築物については定額法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

同左 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物 

15年、30年及び38年 

器具備品  ６年及び８年 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物 

15年、30年及び38年 

器具備品  ４年～８年 

 ② 無形固定資産 

 販売用パッケージソフトウェア

は、親会社は予想販売数量に基づき

当期の販売数量に対応する金額を償

却しております。ただし、毎期の償

却額は残存有効期間（見込有効期間

３年）に基づく均等配分額を下回ら

ないこととしております。連結子会

社のエス・エス・ジェイ㈱は残存有

効期間（見込有効期間３年）に基づ

く均等配分額を償却しております。 

 自社利用ソフトウェアは社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

 それ以外の無形固定資産について

は、定額法により償却しておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給対象期間に対応した支給見

込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法に

より翌連結会計年度から費用処理し

ております。なお、連結子会社につ

いては簡便法を採用しているため、

差異は発生しておりません。 

③ 退職給付引当金 

同左 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 親会社及び連結子会社の一部は、

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給見込額

を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

   親会社及び連結子会社の一部は、 

  役員の退職慰労金の支給に備えるた 

  め、内規に基づく期末要支給見込額 

  を計上しておりましたが、親会社は 

  平成17年６月23日開催の定時株主総 

  会の日をもって役員退職慰労金制度 

  の廃止を決議したため、平成17年７ 

  月以降の引当金の計上は行っており 

  ません。また連結子会社も同様に制 

  度廃止の決議をおこなっており、平 

  成17年７月以降の引当金の計上は行 

  っておりません。なお、廃止時の残 

  高のうち144,300千円は未払金として 

  流動負債の「その他」に、25,785千 

  円は長期未払金として固定負債の 

  「その他」に含めて表示しておりま 

  す。 

  ⑤ 債務保証損失引当金 

 ──────── 

 ⑤ 債務保証損失引当金 

    債務保証等に係る損失に備えるた 

   め、被保証者の財務状態の実情を勘

   案し、損失負担見込額を計上してお 

   ります。 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (5）重要なヘッジ会計の方法 

  ──────── 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法  

 連結子会社の一部において、ヘ

ッジ会計（金利スワップ）を適用

しております。また、金利スワッ

プについては、特例処理を採用し

ております。  

② ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段 金利スワップ取引  

ヘッジ対象 借入金金利  

③ ヘッジ方針  

 将来の金利上昇リスクをヘッジ

するために変動金利を固定化する

目的で金利スワップ取引を利用し

ているもので、投機目的の取引は

行っておりません。  

 (6)消費税等の会計処理 

 税抜処理によっております。 

(6）消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、重要性がないものを

除き５年間で均等償却しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより営業利益及び経常利益は2,536千円増加

し、税金等調整前当期純利益は173,003千円減少しており

ます。なお、減損損失累計額については、改正後の連結

財務諸表規則に基づき、各資産の金額から直接控除して

おります。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度において投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しておりました投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの）は、「証券取引法等の

一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第97号施

行日平成16年12月１日）に基づき、投資その他の資産の

「投資有価証券」に含めて表示しております。なお、前

連結会計年度の「その他」に含まれている当該出資の額

は42,148千円であり、当連結会計年度の「投資有価証

券」に含まれている当該出資の額は41,932千円でありま

す。 

──────── 

 ──────── 前連結会計年度において区分掲記しておりました営業外

収益の「保険金収入」は、営業外収益の総額の百分の十

以下となったため、営業外収益の「雑収入」に含めて表

示しております。なお、当連結会計年度の「雑収入」に 

含まれている「保険金収入」は13,240千円であります。 

前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「特別退職金」は特別損失の総額の

百分の十を超えたため区分掲記しております。なお、前

連結会計年度の「その他」に含まれている「特別退職

金」は21,417千円であります。 

前連結会計年度において区分掲記しておりました特別損

失の「特別退職金」は、特別損失の総額の百分の十以下

となったため、特別損失の「その他の特別損失」に含め

て表示しております。なお、当連結会計年度の「その他

の特別損失」に含まれている「特別退職金」は51,648千

円であります。 

   ──────── 前連結会計年度において区分掲記しておりました特別損

失の「持分変動損失」は、特別損失の総額の百分の十以

下となったため、特別損失の「その他の特別損失」に含

めて表示しております。なお、当連結会計年度の「その

他の特別損失」に含まれている「持分変動損失」は4,467

千円であります。 

前連結会計年度において連結キャッシュ・フロー計算書

の財務活動によるキャッシュ・フロー「その他」に含め

て表示しておりました「自己株式の取得による支出」

は、金額の重要性が増したため、区分掲記しておりま

す。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「自己株式の取得による支出」は△2,882千円でありま

す。 

  ──────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

＊１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ＊１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券 2,812,495千円 投資有価証券      2,983,835千円

＊２ 担保に供している資産とこれに対応する債務 

担保に供している資産とこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

取引先の借入に対して、現金及び預金60,000千円

を銀行に対して担保に供しております。 

＊２        ────── 

  

  

 ３ 偶発債務 

関連会社の銀行からの借入に対し、行なっている

債務保証は次のとおりであります。 

 ３ 偶発債務 

下記の取引先の銀行からの借入に対し、行なって

いる債務保証は次のとおりであります。 

㈱シー・フォーカス 47,220千円 ㈱シー・フォーカス       30,540千円

＊４ 当社の発行済株式総数は、普通株式11,551,100株

であります。 

＊４ 当社の発行済株式総数は、普通株式11,551,100株

であります。 

＊５ 当社が保有する自己株式は普通株式849,371株であ

ります。 

＊５ 当社が保有する自己株式は普通株式850,117株であ

ります。 

 ６ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高は次のとおりであります。 

 ６ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行３行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,000百万円

貸出コミットメントの総額      3,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額      3,000百万円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ＊１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

項目 金額（千円） 

建物 11,958 

器具備品 15,965 

ソフトウェア 32,832 

その他 9,936 

計 70,693 

項目 金額（千円） 

建物 15,006 

器具備品 22,070 

ソフトウェア 646 

計 37,723 

＊２ 一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりで

あります。 

190,172千円 

＊２ 一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりで

あります。 

       255,956千円 

＊３       ─────── 

  

＊３ 減損損失 

 1.資産のグルーピングの方法、減損損失を認識した資産 

  及び減損損失の認識に至った経緯 

  

  

    当社グループでは、損益管理の基本である事業別

（システム開発事業、総合サービス事業、システ

ム商品・製品販売事業）をグルーピングの単位と

し、これとは別に遊休資産を集計しております。

いわき工場関連の資産は、システム開発事業の開

発拠点として土地を取得し、開発センター及び社

宅を建設したものでありますが、現状では遊休資

産となっております。近隣の市場価格も下落して

いることから、当連結会計年度において、いわき

工場関連の資産の減損損失を認識するに至ってお

ります。 

 2.減損損失を認識した資産の概要 

  

  

                        

 3.減損損失の金額 

    建物及び構築物     50,756千円 

   土     地    124,784千円 

    合     計    175,540千円 

  上記金額を帳簿価額から減額し、「減損損失」とし 

  て特別損失に計上しております。 

 4.回収可能価額の算定  

   不動産鑑定評価に基づく正味売却価額により測定し 

   ております。 

場所 用途 種類 

 いわき工場及び社宅

（福島県いわき市） 
 遊休資産 

 建物、構築物 

 及び土地 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

＊１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,789,052千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
△100,000千円

担保提供している預金 △60,000千円

現金及び現金同等物 3,629,052千円

 （平成18年３月31日現在） 

 現金及び現金同等物の期末残高は連結貸借対照表に掲記

されている「現金及び預金」と一致しているため記載を省

略しております。 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

その他 143,176 79,765 63,410 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

その他 228,602 139,414 89,188 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 34,638千円

１年超 28,771千円

計 63,410千円

１年内       46,482千円

１年超       42,706千円

計       89,188千円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 35,182千円

減価償却費相当額 35,182千円

支払リース料       68,011千円

減価償却費相当額       68,011千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。  

  



（有価証券関係） 

有価証券 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

(2）前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(3）時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 （注） 当連結会計年度において、有価証券について107,850千円（その他有価証券で時価のない株式）、前連結会計

年度において、有価証券について187,687千円（その他有価証券で時価のない株式）の減損処理を行っており

ます。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価のある有価証券については期末における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行っております。 

また、時価のない有価証券については実質価額が貸借対照表計上額に比べ50％以上下落した銘柄を対象に減損

処理を行っております。 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 96,836 157,791 60,954 209,893 376,975 167,082 

(2）債券       

国債・地方債

等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － 10,780 10,809 28 

小計 96,836 157,791 60,954 220,673 387,784 167,110 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 111,854 102,259 △9,594 － － － 

(2）債券       

国債・地方債

等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3）その他 10,780 9,888 △892 － － － 

小計 122,634 112,147 △10,487 － － － 

合計 219,471 269,938 50,467 220,673 387,784 167,110 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

売却額（千円） 売却益（千円） 売却損（千円） 売却額（千円） 売却益（千円） 売却損（千円） 

167,871 51,619 － 70,561 57,526 － 

 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 496,150 472,214 

投資組合出資金 41,932 48,374 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当連結グループは、デリバディブ取引を全く行ってお 

りませんので、該当事項はありません。 

１.取引の状況に関する事項 

 (1)取引の内容 

   子会社の一部において金利スワップ取引を行ってお 

    ります。 

   (2)取引に対する取組方針 

     デリバティブ取引は借入金の金利リスクを回避する

   目的にのみ利用しており、投機的な取引は行わない 

   方針であります。 

   (3)取引の利用目的  

     借入金の金利変動リスクの回避を目的としてデリバ 

    ティブ取引を利用しております。 

   (4)取引に係るリスクの内容  

     当社グループのこの取引の契約先は信用のある国内

   銀行であるため、信用のリスクはほとんどないと認

   識しております。 

   (5)取引に係るリスクの管理体制  

     金利スワップ取引は借入金利率の変動予測に基づ 

   き、当該子会社の管理部が取引の実行及び管理を行 

   っております。  

  ２.取引の時価に関する事項  

     該当事項はありません。 

     なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッ 

  ジ会計を適用しているため注記の対象から除いており 

  ます。 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付の制度として、適格退職年金制度

を採用しており、一部の連結子会社は退職一時金制度

を設けております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

同左 

２．退職給付債務に関する事項 

（平成17年３月31日現在） 

２．退職給付債務に関する事項 

（平成18年３月31日現在） 

（単位：千円）

イ．退職給付債務 △1,988,060

ロ．年金資産 1,240,441

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △747,618

ニ．未認識数理計算上の差異 297,237

ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋

ニ） 
△450,381

ヘ．退職給付引当金 △450,381

（単位：千円）

イ．退職給付債務 △1,792,587

ロ．年金資産 1,387,469

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △405,118

ニ．未認識数理計算上の差異 △88,954

ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋

ニ） 
△494,073

ヘ．退職給付引当金 △494,073

 （注）連結子会社は退職給付債務の算定にあたり簡便

法を採用しております。 

同左 

３．退職給付費用に関する事項 

（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

３．退職給付費用に関する事項 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（単位：千円）

イ．勤務費用 205,262

ロ．利息費用 51,166

ハ．期待運用収益 △32,416

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 50,008

ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 274,021

（単位：千円）

イ．勤務費用 181,493

ロ．利息費用 48,138

ハ．期待運用収益 △31,011

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 42,127

ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 240,749

 （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「イ．勤務費用」に計上しております。 

同左 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額

の期間配分方法 
期間定額基準 

ロ．割引率 2.5％ 

ハ．期待運用収益率 2.5％ 

ニ．数理計算上の差

異の処理年数 

10年（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により、翌連結会計

年度から費用処理しておりま

す。） 

イ．退職給付見込額

の期間配分方法 
同左 

ロ．割引率    2.5％ 

ハ．期待運用収益率    2.5％ 

ニ．数理計算上の差

異の処理年数 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

繰越欠損金 448,269千円

賞与引当金 305,470千円

役員退職慰労引当金 78,657千円

退職給付引当金 174,471千円

たな卸資産評価損 58,818千円

その他 382,911千円

小計 1,448,596千円

評価性引当額 △674,288千円

合計 774,309千円

繰延税金負債との相殺 △305,824千円

繰延税金資産合計 468,485千円

繰延税金負債  

プログラム準備金 248,180千円

その他 57,643千円

小計 305,824千円

繰延税金資産との相殺 △305,824千円

繰延税金負債合計 －千円

繰延税金資産の純額 468,485千円

繰延税金資産  

繰越欠損金        217,636千円

賞与引当金        327,705千円

未払役員退職慰労金       69,343千円

退職給付引当金        199,341千円

減価償却費  148,299千円

たな卸資産評価損       37,392千円

施設利用会員権   90,081千円

減損損失   70,377千円

その他        240,870千円

小計      1,401,049千円

評価性引当額      △702,503千円

合計        698,545千円

繰延税金負債との相殺       △86,253千円

繰延税金資産合計        612,292千円

繰延税金負債  

プログラム準備金        172,475千円

その他有価証券評価差額金   68,027千円

その他       36,706千円

小計        277,209千円

繰延税金資産との相殺       △86,253千円

繰延税金負債合計 190,956千円

繰延税金資産の純額        421,335千円

 平成17年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 平成18年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 398,276千円

固定資産－繰延税金資産 70,208千円

流動資産－繰延税金資産        559,261千円

固定資産－繰延税金資産       53,030千円

固定負債－繰延税金負債   190,956千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

持分法による投資利益 △25.9％

交際費 3.6％

住民税均等割 4.2％

受取配当金 2.8％

連結調整勘定償却 4.2％

繰延税金資産評価性引当額の見直し △65.4％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △36.0％

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、当連結グループは情報サービス事業を行っており、当該事業以

外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外

支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高

の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

子会社等 

 （注）１．上記の取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．当該取引による営業譲渡益は、50,573千円であります。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記の譲渡対価は譲渡後５年間の予想当期純利益に基づき、両社の交渉により決定しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有 
（被所有）

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 

㈱アルゴ

グラフィ

ックス 

東京都 

中央区 
1,281 

総合サー

ビス業務 

システム

商品・製

品販売業

務 

直接 

21.5％ 

兼任 

１名 

機器の

保守及

び商品

の販売 

営業譲渡 

（注）２ 

（注）１ 

150,000 
－ － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 996円37銭

１株当たり当期純利益金額 57円２銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
54円54銭

１株当たり純資産額    1,004円32銭

１株当たり当期純利益金額   15円６銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
  13円23銭

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益 653,957千円        161,126千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円 

普通株式に係る当期純利益 653,957千円        161,126千円 

普通株式の期中平均株式数 11,468千株       10,700千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額 △28,497千円 △19,507千円 

（うち関係会社の潜在株式の調整額） （△28,497千円） （△19,507千円） 

普通株式増加数（株） － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権１種類（目的となる

株式の数402千株）。 

商法第280条ノ20及び商法第280条

ノ21の規定に基づく新株予約権１

種類（目的となる株式の数496千

株）。 

なお、これらの詳細は、「新株予

約権等の状況」に記載のとおりで

あります。 

商法第280条ノ20及び商法第280条

ノ21の規定に基づく新株予約権２

種類（目的となる株式の数826千

株）。 

なお、これらの詳細は、「新株予

約権等の状況」に記載のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ストックオプション制度の採用 

 当社は、平成17年６月23日開催の第21回定時株主総会

において、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定

に基づき、当社の取締役、執行役員、従業員及び当社子

会社の取締役にストックオプション（新株予約権）を無

償で発行することを決議いたしました。その内容は「第

４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (7）ストック

オプション制度の内容」に記載のとおりであります。 

──────── 

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 12,000 22,000 1.3 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,849,712 1,095,358 1.4 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,094,352 491,834 1.5 平成18年～20年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 2,956,064 1,609,192 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 412,154 79,680 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ＊２  3,079,050   3,182,848  

２．受取手形   27,665   55,087  

３．売掛金 ＊１  5,164,622   3,684,323  

４．商品   55,094   42,215  

５．原材料   7,504   349  

６．仕掛品   254,167   334,540  

７．貯蔵品   3,659   4,158  

８．前渡金   37,768   43,962  

９．前払費用   153,247   150,617  

10．繰延税金資産   311,356   531,708  

11．短期貸付金    57,397   14,404  

12．その他の流動資産   17,709   82,425  

13．貸倒引当金   △11,140   △29,930  

流動資産合計   9,158,104 71.0  8,096,712 70.4 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  700,315   684,473   

減価償却累計額  320,905 379,410  347,268 337,205  

２．構築物  58,972   54,265   

減価償却累計額  32,630 26,341  34,358 19,906  

３．器具備品  1,256,524   1,069,850   

減価償却累計額  969,504 287,019  821,379 248,471  

４．土地   608,072   483,288  

有形固定資産合計   1,300,844 10.1  1,088,871 9.4 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   210,306   146,640  

２．電話加入権等   25,898   25,772  

無形固定資産合計   236,205 1.8  172,413 1.5 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   798,021   893,943  

２．関係会社株式   414,416   439,416  

３．長期貸付金   －   10,000  

４．従業員長期貸付金   4,687   6,623  

５．関係会社長期貸付金   419,000   54,000  

６．破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

  134,646   139,304  

７．繰延税金資産   5,136   －  

８．敷金及び保証金   351,231   350,186  

９．施設利用会員権   178,530   162,249  

10．長期性預金   200,000   300,000  

11．その他の投資その他
の資産 

  31,350   29,752  

12.貸倒引当金   △334,721   △236,785  

投資その他の資産合計   2,202,299 17.1  2,148,691 18.7 

固定資産合計   3,739,349 29.0  3,409,976 29.6 

資産合計   12,897,453 100.0  11,506,688 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   1,123,933   918,715  

２．一年以内返済予定の長
期借入金 

  1,244,284   502,960  

３．未払金   431,764   513,395  

４．未払費用   362   59  

５．未払法人税等   59,554   30,521  

６．未払消費税等   138,615   －  

７．前受金   167,475   217,567  

８．預り金   35,436   33,560  

９．賞与引当金   656,922   675,442  

10．債務保証損失引当金   －   84,006  

11．その他の流動負債   33,538   24,251  

流動負債合計   3,891,887 30.2  3,000,481 26.1 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   645,264   75,000  

２．繰延税金負債   －   190,956  

３．退職給付引当金   387,869   437,076  

４．役員退職慰労引当金   176,394   －  

５．その他の固定負債   33,427   31,313  

固定負債合計   1,242,955 9.6  734,346 6.4 

負債合計   5,134,843 39.8  3,734,827 32.5 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ＊３  3,627,700 28.1  3,627,700 31.5 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  908,225   908,225   

２．その他資本剰余金        

資本金及び資本準備
金減少差益 

 2,789,575   2,789,575   

      自己株式処分差益  －   101   

資本剰余金合計   3,697,800 28.7  3,697,901 32.1 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  1,660   1,660   

２．任意積立金        

プログラム準備金  469,567   361,899   

土地圧縮積立金  53,526   53,526   

別途積立金  220,000   600,000   

３．当期未処分利益  537,470   205,966   

利益剰余金合計   1,282,223 9.9  1,223,052 10.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  22,199 0.2  91,381 0.8 

Ⅴ 自己株式 ＊４  △867,313 △6.7  △868,174 △7.5 

資本合計   7,762,610 60.2  7,771,861 67.5 

負債及び資本合計   12,897,453 100.0  11,506,688 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．システム開発業務売上
高 

 12,544,563   12,058,133   

２．総合サービス業務売上
高 

 5,073,456   4,025,854   

３．システム商品・製品販
売業務売上高 

 2,062,134 19,680,154 100.0 1,882,979 17,966,967 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．システム開発業務売上
原価 

 10,191,618   9,476,289   

２．総合サービス業務売上
原価 

 3,991,870   3,179,530   

３．システム商品・製品販
売業務売上原価 

 1,521,385 15,704,874 79.8 1,317,119 13,972,939 77.8 

売上総利益   3,975,280 20.2  3,994,027 22.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売促進費  31,256   34,135   

２．広告宣伝費  13,127   14,836   

３．貸倒引当金繰入額  43,512   41,211   

４．役員報酬  131,256   212,445   

５．給与・賞与  1,615,192   1,282,007   

６．賞与引当金繰入額  173,737   164,454   

７．退職給付費用  72,638   57,139   

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

 41,517   9,552   

９．法定福利費  209,856   175,554   

10．旅費通信費  159,504   130,714   

11．減価償却費  73,369   69,729   

12．賃借料  237,533   225,372   

13．研究開発費 ＊３ 190,172   229,661   

14．その他  452,539 3,445,212 17.5 483,494 3,130,308 17.4 

営業利益   530,067 2.7  863,718 4.8 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  7,885   7,203   

２．受取配当金 ＊１ 85,261   119,398   

３．保険金収入  23,145   －   

４．雑収入  12,362 128,655 0.6 35,093 161,696 0.9 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  25,967   13,482   

２．投資組合損失  2,042   2,287   

３．コミットメントライン
手数料 

 13,075   7,807   

４．雑損失  1,469 42,554 0.2 583 24,160 0.1 

経常利益   616,168 3.1  1,001,254 5.6 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  51,619   12,500   

２．関係会社株式売却益  －   47,346   

３．営業譲渡益  77,261 128,881 0.7 － 59,846 0.3 

        

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ＊２ 16,749   35,397   

２. 減損損失  ＊４ －   175,540   

３. 債務保証損失引当金繰  
  入額  

 －   84,006   

４．貸倒引当金繰入額 ＊５ 105,578   314,980   

５．投資有価証券評価損  187,687   107,850   

６．関係会社株式評価損  110,600   250,000   

７．特別退職金  210,401   －   

８．その他の特別損失  12,118 643,134 3.3 52,853 1,020,627 5.7 

税引前当期純利益   101,914 0.5  40,473 0.2 

法人税、住民税及び事
業税 

 13,954   10,820   

法人税等調整額  △223,270 △209,316 △1.1 △71,701 △60,881 △0.4 

当期純利益   311,231 1.6  101,355 0.6 

前期繰越利益   135,179   104,611  

利益準備金取崩額   91,059   －  

当期未処分利益   537,470   205,966  

        



売上原価明細書 

(a）システム開発業務売上原価明細書 

 （注） 原価計算の方法    個別原価計算を採用しております。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

１．材料費  22,892 0.2 3,643 0.0 

２．労務費 ＊１ 3,658,259 36.9 3,648,763 38.2 

３．外注費  5,478,880 55.2 5,112,623 53.5 

４．経費  770,212 7.7 797,502 8.3 

当期総製造費用  9,930,245 100.0 9,562,532 100.0 

他勘定受入高   ＊２ －   7,415   

仕掛品期首たな卸高  499,881  238,507  

合計  10,430,126  9,808,455  

仕掛品期末たな卸高  238,507  332,166  

当期システム開発業務売
上原価 

 10,191,618  9,476,289  

      

前事業年度 当事業年度 

＊１ 労務費には次の費目が含まれております。 ＊１ 労務費には次の費目が含まれております。 

賞与引当金繰入額 316,081千円 賞与引当金繰入額    358,342千円

＊２        ────── ＊２ 他勘定受入高 

  総合サービス売上原価  7,415千円 



(b）総合サービス業務売上原価明細書 

 （注） 原価計算の方法    個別原価計算を採用しております。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

１．材料費      

材料期首たな卸高  90,430  7,504  

当期材料仕入高  85,446  29,546  

合計  175,877  37,051  

他勘定振替高 ＊２ 61,952  7,415  

材料期末たな卸高  7,504  349  

当期材料費  106,419 2.7 29,286 0.9 

２．労務費 ＊１ 1,657,420 41.6 1,284,468 40.6 

３．外注費  1,767,372 44.4 1,490,871 47.1 

４．経費  449,224 11.3 361,618 11.4 

当期総製造費用  3,980,436 100.0 3,166,244 100.0 

仕掛品期首たな卸高  27,093  15,659  

合計  4,007,530  3,181,904  

仕掛品期末たな卸高  15,659  2,374  

当期総合サービス業務売
上原価 

 3,991,870  3,179,530  

      

前事業年度 当事業年度 

＊１ 労務費には次の費目が含まれております。 ＊１ 労務費には次の費目が含まれております。 

賞与引当金繰入額 141,225千円 賞与引当金繰入額     126,006 千円

＊２ 他勘定振替高 ＊２ 他勘定振替高 

特別利益 △61,952千円 システム開発売上原価    7,415千円



(c）システム商品・製品販売業務売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．商品売上原価      

商品期首たな卸高  73,652  55,094  

当期商品仕入高  1,193,304  1,031,534  

合計  1,266,957  1,086,628  

商品期末たな卸高  55,094  42,215  

当期商品売上原価  1,211,862 79.7 1,044,413 79.3 

２．製品売上原価      

(1）材料費  －  337  

(2）労務費 ＊１ 147,761  137,256  

(3）外注費  24,094  74,840  

(4）経費  34,952  38,532  

当期総製造費用  206,808  250,967  

他勘定振替高 ＊２ 185,499  224,384  

当期製品製造原価  21,309  26,583  

他勘定受入高 ＊３ 72,337  42,497  

合計  93,646  69,081  

他勘定振替高 ＊４ 21,309  26,629  

当期製品売上原価  72,337 4.7 42,452 3.2 

      
 



 （注）１．原価計算の方法 「２．製品売上原価」につきましては、個別原価計算を採用しております。 

２．「導入原価」は、商品または製品の搬入に伴うシステム生成等の導入費用及び導入後のサポート等に係る費

用であります。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．導入原価      

(1）労務費 ＊１ 156,296  134,119  

(2）外注費  44,414  63,998  

(3）経費  36,473  32,136  

当期導入原価  237,184 15.6 230,254 17.5 

当期システム商品・製品
販売業務売上原価 

 1,521,385 100.0 1,317,119 100.0 

      

前事業年度 当事業年度 

＊１ 労務費には次の項目が含まれております。 ＊１ 労務費には次の項目が含まれております。 

賞与引当金繰入額  

「２．製品売上原価」 12,691千円

「３．導入原価」 13,186千円

賞与引当金繰入額  

「２．製品売上原価」       13,428千円

「３．導入原価」      13,210千円

＊２ 他勘定振替高 ＊２ 他勘定振替高 

販売費及び一般管理費 185,499千円 販売費及び一般管理費     224,384千円

＊３ 他勘定受入高 ＊３ 他勘定受入高 

ソフトウェア 72,337千円 ソフトウェア 42,497千円

＊４ 他勘定振替高 ＊４ 他勘定振替高 

ソフトウェア 21,309千円 ソフトウェア 26,629千円



③【利益処分計算書】 

 （注）配当金は自己株式850,117株に対する配当金を除いて計上しております。 

    

  
前事業年度 

株主総会承認日 

（平成17年６月23日） 

当事業年度 

株主総会承認日 

（平成18年６月23日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

（当期未処分利益の処
分）      

Ⅰ 当期未処分利益   537,470  205,966 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

プログラム準備
金取崩額  107,667 107,667 110,394 110,394 

合計   645,137  316,361 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  160,525  160,514  

  １株につき15円  １株につき15円  

  (普通配当15円)  (普通配当15円)  

２．任意積立金      

別途積立金  380,000 540,525 50,000 210,514 

Ⅳ 次期繰越利益   104,611  105,846 

（その他資本剰余金の
処分）      

Ⅰ その他資本剰余金   2,789,575  2,789,676 

    1.資本金及び資本 
      準備金減少差益   2,789,575  2,789,575 

   ２.自己株式処分 
   差益    －  101 

Ⅱ その他資本剰余金
次期繰越額   2,789,575  2,789,676 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法

により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

個別法による原価法 

(1）商品 

同左 

 (2）原材料 

移動平均法による原価法 

(2）原材料 

同左 

 (3）仕掛品 

個別法による原価法 

(3）仕掛品 

同左 

 (4）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(4）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、いわき工場関連の

建物及び構築物については定額法）を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物      15年及び38年 

構築物     15年及び30年 

器具備品    ６年及び８年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、いわき工場関連の

建物及び構築物については定額法）を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物      15年及び38年 

構築物     15年及び30年 

器具備品    ４年～８年 

 (2）無形固定資産 

 販売用パッケージソフトウェアは、

予想販売数量に基づき当期の販売数量

に対応する金額を償却しております。 

ただし、毎期の償却額は残存有効期間

（見込有効期間３年）に基づく均等配

分額を下回らないこととしておりま

す。 

 自社利用ソフトウェアは社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

 それ以外の無形固定資産について

は、定額法により償却しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給対象期間に対応した支給見込額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

事業年度から費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給見込額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 従来、役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給見込額

を計上しておりましたが、平成17年6月23

日の定時株主総会の日をもって役員退職

慰労金制度の廃止を決議したため、平成

17年7月以降の引当金の計上は行っておら

ず、廃止時の残高のうち144,300千円につ

いては流動負債の「未払金」に、14,600

千円については長期未払金として固定負

債の「その他」に含めて表示しておりま

す。               

 (5)債務保証損失引当金 

──────── 

(5)債務保証損失引当金 

 債務保証等に係る損失に備えるため、

被保証者の財務状態の実情を勘案し、損

失負担見込額を計上しております。  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．固定資産の減損に係る会

計基準 

──────

  
 当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 平成

15年10月31日）を適用しております。こ

れにより営業利益及び経常利益は2,536千

円増加し、税引前当期純利益は173,003千

円減少しております。なお、減損損失累

計額については、改正後の財務諸表等規

則に基づき、各資産の金額から直接控除

しております。 

  



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 前期において区分掲記しておりました投資その他の資

産の「投資組合出資金」（投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの））は、「証券取引法等の

一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第97号施

行日平成16年12月１日）に基づき、投資その他の資産の

「投資有価証券」に含めて表示しております。なお、当

期の「投資有価証券」に含まれている「投資組合出資

金」は41,932千円であります。 

────── 

  

  

────── 

  

  

 前期において区分掲記しておりました流動負債の「未

払消費税等」は、負債及び資本の合計額の百分の一以下

となったため、流動負債の「その他の流動負債」に含め

て表示しております。なお、当期の「その他の流動負

債」に含まれている「未払消費税等」は24,043千円であ

ります。 

  

 前期において区分掲記しておりました営業外収益の

「有価証券利息」は、営業外収益の百分の十以下となっ

たため、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており

ます。なお、当期の「雑収入」に含まれている「有価証

券利息」は20千円であります。 

────── 

  

  

────── 

  

  

  

 前期において区分掲記しておりました営業外収益の

「保険金収入」は、営業外収益の百分の十以下となった

ため、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりま

す。なお、当期の「雑収入」に含まれている「保険金収

入」は13,240千円であります。 

  

 前期において特別損失の「その他」に含めて表示して

おりました「特別退職金」は特別損失の総額の百分の十

を超えたため、区分掲記しております。なお、前期の

「その他」に含まれている「特別退職金」は21,417千円

であります。 

 前期において区分掲記しておりました特別損失の「特

別退職金」は、特別損失の百分の十以下となったため、

特別損失の「その他の特別損失」に含めて表示しており

ます。なお、当期の「その他の特別損失」に含まれてい

る「特別退職金」は51,648千円であります。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

＊１ 関係会社に対する資産 ＊１ 関係会社に対する資産 

売掛金 214,171千円              ──────        

＊２ 担保に供している資産とこれに対応する債務 

 担保に供している資産とこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

 取引先の借入に対して、現金及び預金60,000千円

を銀行に対して担保に供しております。 

＊２         ────── 

          

＊３ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ＊３ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式の総数 

普通株式 
28,000千株 

発行済株式総数 

普通株式 
11,551千株 

会社が発行する株式の総数 

普通株式 
    28,000千株 

発行済株式総数 

普通株式 
11,551千株 

＊４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式849,371

株であります。 

＊４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式850,117

株であります。 

 ５ 偶発債務 

 下記の関係会社の金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

 ５ 偶発債務 

 下記の関係会社及び取引先の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っております。 

会社名 金額（千円） 

エス・エス・ジェイ㈱ 940,696 

㈱アルゴインテリジェ
ントサービス 

125,820 

㈱シー・フォーカス 47,220 

計 1,113,736 

会社名 金額（千円） 

エス・エス・ジェイ㈱ 970,812 

㈱アルゴインテリジェ
ントサービス 

60,420 

㈱シー・フォーカス 30,540 

計 1,061,772 

 ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、22,199千

円であります。 

 ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、91,381千 

円であります。 

 ７ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当事業年度末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高は次のとおりであります。 

 ７ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当事業年度末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 3,000百万円 

貸出コミットメントの総額    3,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額    3,000百万円 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１ 受取配当金には関係会社からのものが80,200千円

含まれております。 

＊１ 受取配当金には関係会社からのものが113,450千円

含まれております。 

＊２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ＊２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

項目 金額（千円） 

建物 3,936 

器具備品 12,813 

計 16,749 

項目 金額（千円） 

建物 13,816 

器具備品 20,934 

ソフトウエア 646 

計 35,397 

＊３ 一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりで

あります。 

190,172千円 

＊３ 一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりで

あります。 

    229,661千円 

＊４        ────── ＊４ 減損損失 

 1.資産のグルーピングの方法、減損損失を認識した資産 

  及び減損損失の認識に至った経緯 

     当社では、損益管理の基本である事業別（システム

開発事業、総合サービス事業、システム商品・製品販

売事業）をグルーピングの単位とし、これとは別に遊

休資産を集計しております。いわき工場関連の資産

は、システム開発事業の開発拠点として土地を取得

し、開発センター及び社宅を建設したものであります

が、現状では遊休資産となっております。近隣の市場

価格も下落していることから、当事業年度において、

いわき工場関連の資産の減損損失を認識するに至って

おります。 

 2.減損損失を認識した資産の概要 

  

                        

 3.減損損失の金額 

    建          物      46,049千円 

      構    築    物        4,706千円 

   土     地    124,784千円 

    合     計    175,540千円 

  上記金額を帳簿価額から減額し、「減損損失」とし 

  て特別損失に計上しております。 

 4.回収可能価額の算定  

   不動産鑑定評価に基づく正味売却価額により測定し 

   ております。 

場所 用途 種類 

 いわき工場及び社宅

（福島県いわき市） 
 遊休資産 

 建物、構築物 

 及び土地 

＊５        ────── 

  

＊５ 貸倒引当金繰入額には関係会社のものが314,445千

円含まれております。       

  

  



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具備品 130,945 74,417 56,528 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具備品 212,573 130,881 81,692 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）         同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 32,192千円

１年超 24,335千円

合計 56,528千円

１年内       42,937千円

１年超       38,754千円

合計       81,692千円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

（注）         同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 32,736千円

減価償却費相当額 32,736千円

支払リース料       64,826千円

減価償却費相当額       64,826千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。  

  

 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円）
貸借対照表
計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 － － － － － － 

関連会社株式 47,916 7,245,000 7,197,083 47,916 8,165,000 8,117,083 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金 267,236千円

役員退職慰労引当金 71,757千円

退職給付引当金 157,785千円

たな卸資産評価損 57,983千円

繰越欠損金 297,390千円

その他 332,152千円

小計 1,184,303千円

評価性引当額 △561,986千円

合計 622,317千円

繰延税金負債と相殺 △305,824千円

繰延税金資産合計 316,493千円

繰延税金負債  

プログラム準備金 248,180千円

その他 57,643千円

計 305,824千円

繰延税金資産と相殺 △305,824千円

繰延税金負債合計 －千円

繰延税金資産の純額 316,493千円

繰延税金資産  

賞与引当金     274,769千円

未払役員退職慰労金      64,640千円

退職給付引当金      177,802千円

減損損失     70,377千円

施設利用会員権     90,081千円

たな卸資産評価損       37,392千円

繰越欠損金      148,045千円

その他      239,441千円

小計    1,102,551千円

評価性引当額 △486,032千円

合計      616,519千円

繰延税金負債と相殺 △84,811千円

繰延税金資産合計      531,708千円

繰延税金負債  

プログラム準備金     172,475千円

その他有価証券評価差額金     66,585千円

その他       36,706千円

計      275,767千円

繰延税金資産と相殺 △84,811千円

繰延税金負債合計 190,956千円

繰延税金資産の純額      340,752千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費 9.9％

受取配当金 △18.6％

住民税均等割 13.7％

繰延税金資産の評価性引当額の見直し △250.3％

その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △205.4％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費 32.5％

受取配当金 △63.9％

住民税均等割 26.7％

繰延税金資産の評価性引当額の見直し △187.7％

その他 1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △150.4％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 725円36銭 

１株当たり当期純利益金額 27円14銭 

１株当たり純資産額    726円28銭 

１株当たり当期純利益金額   9円47銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、調整計算の結果、希薄化しないため記載してお

りません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、調整計算の結果、希薄化しないため記載してお

りません。 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益 311,231千円        101,355千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円 

普通株式に係る当期純利益 311,231千円        101,355千円 

普通株式の期中平均株式数 11,468千株       10,700千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 旧商法第280条ノ19の規定に基

づく新株引受権１種類（目的とな

る株式の数402千株）。 

 商法第280条ノ20及び商法第280

条ノ21の規定に基づく新株予約権

１種類（目的となる株式の数496

千株）。 

 なお、これらの詳細は、「新株

予約権等の状況」に記載のとおり

であります。 

 商法第280条ノ20及び商法第280

条ノ21の規定に基づく新株予約権

２種類（目的となる株式の数826千

株）。 

 なお、これらの詳細は、「新株

予約権等の状況」に記載のとおり

であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ストックオプション制度の採用 

 当社は、平成17年６月23日開催の第21回定時株主総会

において、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定

に基づき、当社の取締役、執行役員、従業員及び当社子

会社の取締役にストックオプション（新株予約権）を無

償で発行することを決議いたしました。その内容は「第

４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (7）ストック

オプション制度の内容」に記載のとおりであります。 

           ────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

イーバンク銀行㈱ 3,000 225,000 

㈱野村総合研究所 

  
8,000 115,440 

㈱みずほフィナンシャルグループ 

（第十一回第十一種優先株式） 
100 100,000 

㈱電通国際情報サービス 47,400 68,445 

イーバンクシステム㈱ 1,000 60,000 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
23 41,400 

㈱エイブル 10,000 38,100 

野村ホールディングス㈱ 8,885 23,323 

㈱みずほフィナンシャルグループ 22 21,638 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 16 20,800 

その他（16銘柄） 32,557 120,611 

計 111,003 834,759 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（投資信託受益証券）   

証券投資信託受益証券（１銘柄） 1,000 10,809 

（投資組合出資証券）   

JAFCO USIT Fund Ⅲ,L.P. 411,805 48,374 

計 412,805 59,183 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期減少額の（ ）内は内書で減損損失の計上額であります。 

 ２．固定資産の主な増減（減損損失は除く）は次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 700,315 55,682 
71,524 

(46,049) 
684,473 347,268 38,021 337,205 

構築物 58,972 － 
4,706 

(4,706) 
54,265 34,358 1,728 19,906 

器具備品 1,256,524 88,959 275,633 1,069,850 821,379 103,062 248,471 

土地 608,072 － 
124,784 

(124,784) 
483,288 － － 483,288 

計 2,623,884 144,641 
476,648 

(175,540) 
2,291,877 1,203,006 142,811 1,088,871 

無形固定資産        

ソフトウェア 443,870 36,426 115,479 364,817 218,176 99,446 146,640 

電話加入権等 27,276 － － 27,276 1,503 125 25,772 

計 471,146 36,426 115,479 392,093 219,680 99,571 172,413 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産 － － － － － － － 

        

計 － － － － － － － 

器具備品 ：増加 開発用コンピュータ機器の取得 18,639千円

  保守用コンピュータ機器の取得 11,909千円

  自社用コンピュータ機器の取得 28,872千円

 減少 開発用コンピュータ機器の除却 145,247千円

  保守用コンピュータ機器の除却 23,866千円

  自社用コンピュータ機器の除却 65,535千円

ソフトウェア ：増加 販売用ソフトウェアの取得 26,629千円

    自社利用ソフトウェアの取得  9,797千円

 減少 販売用ソフトウェアの除却 31,102千円

  自社利用ソフトウェアの除却 84,377千円



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、850,117株であります。 

     ２．自己株式処分差益の当期増加は、新株予約権の権利行使により、自己株式を交付したことによるものであり

ます。 

３．プログラム準備金の当期減少額は、前期決算の処分によるものであります。 

４．別途積立金の当期増加額は、前期決算の処分によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 3,627,700 － － 3,627,700 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (11,551,100) (－) (－) (11,551,100) 

普通株式 （千円） 3,627,700 － － 3,627,700 

計 （株） (11,551,100) (－) (－) (11,551,100) 

計 （千円） 3,627,700 － － 3,627,700 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 

  
（千円） 906,925 － － 906,925 

合併差益 （千円） 1,300 － － 1,300 

（その他資本剰余金）      

資本金及び資本準備金

減少差益 
（千円） 2,789,575 － － 2,789,575 

自己株式処分差

益 （注）２ 
  － 101 － 101 

計 （千円） 3,697,800 101 － 3,697,901 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） 

  
（千円） 1,660 － － 1,660 

（任意積立金）      

プログラム準備金

（注）３ 
（千円） 469,567 － 107,667 361,899 

土地圧縮積立金 

  
（千円） 53,526 － － 53,526 

別途積立金（注）４ （千円） 220,000 380,000 － 600,000 

計 （千円） 744,753 380,000 107,667 1,017,086 



【引当金明細表】 

 （注）１.貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権についての貸倒実績率による引当金の洗替計算による

戻入額13,440千円及び貸倒懸念債権の回収等に伴う戻入額17,504千円であります。       

     ２.役員退職慰労引当金の当期減少額の（その他）は、平成17年６月23日の定時株主総会の日をもって役員退職

慰労金制度の廃止を決議したことにより廃止時の残高を未払金及び長期未払金に振替えたことによるもので

あります。 

３.債務保証損失引当金の当期減少額の（その他）は、取引先の借入に対して担保提供を行い、財務状態を勘案

  し債務保証損失引当金を計上しておりましたが、担保解除がなされたことに伴う戻入額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 345,861 387,136 435,338 30,944 266,715 

賞与引当金 656,922 675,442 656,922 － 675,442 

役員退職慰労引当金 176,394 9,552 27,046 158,900 － 

債務保証損失引当金  － 114,006 － 30,000 84,006 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

 当事業年度末（平成18年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

決済期日別内訳 

③ 売掛金 

区分 金額（千円） 

現金 2,303 

預金  

普通預金 3,135,545 

定期預金 45,000 

合計 3,182,848 

相手先 金額（千円） 

ダイワボウ情報システム㈱ 22,706 

白月工業㈱ 22,134 

日本フレクト㈱ 5,116 

小林記録紙㈱ 3,990 

㈱オフテクス 934 

その他 206 

合計 55,087 

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 合計 

金額（千円） 10,508 11,532 10,502 18,044 4,500 55,087 

相手先 金額（千円） 

三洋電機㈱ 717,576 

㈱野村総合研究所 499,313 

東芝ソリューション㈱ 223,238 

㈱テプコシステムズ 191,656 

社団法人国民健康保険中央会 112,037 

その他 1,940,500 

合計 3,684,323 



売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

④ 棚卸資産 

商品 

原材料 

仕掛品 

貯蔵品 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
───── 
(B) 

× 365 

5,164,622 20,362,078 21,842,377 3,684,323 85.6 79.3 

品目 金額（千円） 

コンピュータ機器他 42,215 

合計 42,215 

品目 金額（千円） 

消耗品 349 

合計 349 

品目 金額（千円） 

システム開発業務仕掛品 332,166 

総合サービス業務仕掛品 2,374 

合計 334,540 

品目 金額（千円） 

切手・印紙 2,037 

書籍・カタログ・パンフレット 956 

その他 1,165 

合計 4,158 



⑤ 買掛金 

⑥ 借入金 

一年以内返済予定の長期借入金 

長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

日本オフィス・システム㈱ 55,374 

日本電気㈱ 34,748 

丸紅ソリューション㈱ 23,625 

㈱トライズ 23,461 

㈱ミンクス 21,983 

その他 759,523 

合計 918,715 

相手先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 190,210 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 135,900 

㈱三井住友銀行 135,090 

みずほ信託銀行㈱ 41,760 

合計 502,960 

相手先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 30,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 22,500 

㈱三井住友銀行 22,500 

合計 75,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成18年６月23日の株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

 当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が

生じたときは、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第21期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

平成17年６月24日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書（第22期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

平成17年12月19日関東財務局長に提出 

(3）有価証券届出書（ストックオプションによる新株予約権の発行） 

 平成17年７月29日関東財務局長に提出 

(4）訂正届出書 

 平成17年８月２日関東財務局長に提出 

 平成17年７月29日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(5）訂正届出書 

 平成17年８月８日関東財務局長に提出 

 平成17年７月29日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(6）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月14日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月13日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月14日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月13日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月２３日

株式会社 アルゴ21    

 取締役会 御中   

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米澤 英樹  印  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 芝田 雅也  印  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アルゴ21の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アルゴ21及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２３日

株式会社 アルゴ21    

 取締役会 御中   

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米澤 英樹  印  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 芝田 雅也  印  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アルゴ21の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アルゴ21及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月２３日

株式会社 アルゴ21   

 取締役会 御中   

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米澤 英樹  印  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 芝田 雅也  印  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アルゴ21の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アルゴ21の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２３日

株式会社 アルゴ21   

 取締役会 御中   

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米澤 英樹  印  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 芝田 雅也  印  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アルゴ21の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アルゴ21の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報  

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなった

ため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 
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